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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録

もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３．第５期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

４．平成14年９月２日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

なお、第６期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、株式分割が期

首に行われたものとして計算しております。 

５．平成15年11月20日付で株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。 

なお、第７期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、株式分割が期

首に行われたものとして計算しております。 

６．平成17年５月20日付で株式１株につき４株の株式分割を、平成18年３月１日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

なお、第９期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、株式分割が

期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(1）連結経営指標等       

売上高 （千円） 5,370,620 7,437,591 9,756,828 13,175,082 20,329,718 

経常利益 （千円） 509,926 1,102,547 1,457,794 2,401,199 4,301,470 

当期純利益 （千円） 294,881 616,155 808,930 1,354,357 2,398,823 

純資産額 （千円） 734,850 2,252,278 3,008,642 7,672,350 11,242,292 

総資産額 （千円） 2,100,549 4,181,579 5,200,369 11,982,843 21,555,958 

１株当たり純資産額 （円） 322,020.46 61,400.32 54,981.49 129,511.22 23,534.96 

１株当たり当期 

純利益金額 
（円） 129,220.73 22,037.98 14,771.08 23,472.38 5,026.55 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益金額 
（円） - 21,885.37 14,529.98 23,044.30 4,923.59 

自己資本比率 （％） 35.0 53.9 57.9 64.0 52.2 

自己資本利益率 （％） 50.2 41.3 30.8 25.4 25.4 

株価収益率 （倍） - 7.26 50.50 59.30 73.41 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 323,612 756,732 184,829 1,877,393 2,734,763 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △82,959 △297,158 △502,618 △2,928,859 △6,385,745 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △192,302 910,780 8,143 4,215,455 4,110,250 

現金及び現金同等物の

期末残高 
（千円） 676,421 2,046,775 1,737,130 4,901,120 5,360,388 

従業員数 

（外、平均臨時 

 雇用者数） 

（人） 
201 

(93) 

306 

(118) 

464 

(156) 

719 

(232) 

1,285 

(425) 



 （注）１．営業収入には、消費税等は含まれておりません。 

２．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録

もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３．第５期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

４．平成14年９月２日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

なお、第６期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、株式分割が期

首に行われたものとして計算しております。 

５．平成15年11月20日付で株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。 

なお、第７期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、株式分割が期

首に行われたものとして計算しております。 

６．平成17年５月20日付で株式１株につき４株の株式分割を、平成18年３月１日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

なお、第９期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、株式分割が

期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(2）提出会社の経営指標等      

営業収入 （千円） 233,435 422,926 725,488 793,388 2,406,711 

経常利益 （千円） 7,507 109,335 364,006 435,984 1,773,304 

当期純利益 （千円） 2,192 126,689 347,399 433,625 1,753,960 

資本金 （千円） 175,020 547,111 547,111 2,263,951 2,315,047 

発行済株式総数 （株） 2,282 36,519 54,778.5 59,218.5 477,924 

純資産額 （千円） 459,494 1,487,456 1,782,289 5,592,224 8,510,427 

総資産額 （千円） 555,951 1,587,375 1,928,091 6,817,693 14,783,059 

１株当たり純資産額 （円） 201,356.00 40,457.21 32,570.49 94,329.38 17,809.89 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり 

 中間配当額） 

（円） 
- 

(-) 

850 

(-) 

1,300 

(-) 

2,000 

(-) 

450 

(-) 

１株当たり当期 

純利益金額 
（円） 960.94 4,242.50 6,343.52 7,336.46 3,669.63 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益金額 
（円） - 4,213.12 6,239.98 7,202.66 3,594.62 

自己資本比率 （％） 82.7 93.7 92.4 82.0 57.6 

自己資本利益率 （％） 0.5 13.0 21.2 11.8 24.9 

株価収益率 （倍） - 37.71 117.60 189.74 100.56 

配当性向 （％） - 20.0 20.5 27.3 12.2 

従業員数 

（外、平均臨時 

 雇用者数） 

（人） 
19 

(-) 

30 

(4) 

41 

(7) 

40 

(2) 

68 

(4) 



２【沿革】 

年月 事項 

平成９年６月 オフィスオートメーション機器及び公衆電話の販売を目的とし、東京都世田谷区に株式会社テレウ

ェイヴを設立 

平成12年３月 本社を東京都新宿区に移転 

４月 ソリューション事業部を分離し、株式会社テレウェイヴリンクス（現・連結子会社）を設立 

７月 事業を連結子会社に移管し、純粋持株会社へ移行 

11月 大明株式会社との合弁により通信機器関連企業向け企業間取引サイト運営会社工事ドットネット株

式会社（現・連結子会社）を設立 

12月 ポータルサイトの企画・運営を目的として、株式会社ウェブ・ワークス（現・連結子会社）を設立 

平成15年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

10月 工事ドットネット株式会社が、株式会社アントレプレナーに商号を変更 

平成16年６月 株式会社アイピーアンドケイ（現・連結子会社）を設立 

12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年３月 ロイヤルハウス株式会社（現・連結子会社）の株式取得 

  株式会社Ｅストアー（現・持分法適用関連会社）の株式取得 

12月 アイ・モバイル株式会社（現・連結子会社）及びイークロッシング株式会社（現・連結子会社）の

株式取得 

平成18年３月 株式会社エヌシーネットワーク（現・持分法適用関連会社）の株式取得 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社を純粋持株会社とし、連結子会社である株式会社テレウェイヴリンクス、株式会社ウェブ・

ワークス、株式会社アントレプレナー、株式会社アイピーアンドケイ、ロイヤルハウス株式会社、アイ・モバイル株

式会社、イークロッシング株式会社及び持分法適用関連会社である株式会社Ｅストアー、株式会社エヌシーネットワ

ークの合計10社にて構成し、事業セグメントはソリューション事業と情報通信機器事業に大別しております。 

 各事業セグメントにおける当社と関係会社の当該事業に係る位置付け及び事業内容は次のとおりであります。 

 なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の

区分と同一であります。 

（１）ソリューション事業 

 当社グループの対象市場である中小企業及び個人事業者(以下、「中小規模事業者」)に対して、顧客の業種特

性を考慮した上で売上向上、経費削減、業務改善、広告宣伝などを提案し、インターネット環境構築のためのホ

スティング環境の提供と、必要に応じたソフトウエアを組み込んだハードウエアなどを商材パッケージとして提

供しております。また、各種商材パッケージを提供している中小規模事業者に対して、訪問サポートとコールセ

ンターを介したカスタマーサポートや、販売代行サービス、開業支援サービス、金融支援サービス等の経営支援

サービスを行っております。 

・小売業向けソリューション 

 主に小売・卸売業向け顧客管理ソフトウエア、ホスティングサービス、ウェブサイト作成ツール、独自ドメ

インの取得代行及びハードウエアなどをリース契約またはレンタル契約により商材パッケージとして販売して

おります。また、顧客の商品の販売を代行する業務を受託しております。これらの業務を㈱テレウェイヴリン

クスが行っております。 

・工務店及び工事会社向けソリューション 

 リフォーム業を営む工務店及び工事会社向け間取り図作成・プレゼンテーションソフトウエア、工程管理ソ

フトウエア、ウェブサイト「マイリフォームレシピ」の各機能利用、ホスティングサービス及びハードウエア

などを商材パッケージとしてリース契約またはレンタル契約により販売しております。また、オンライン利用

者と工務店及び工事会社との仲介業務を行うサービスを受託しております。これらの業務を㈱テレウェイヴリ

ンクスが行っております。 

・医療機関向けソリューション 

 開業医及び診療所向け電子カルテソフトウエア、顧客管理・スケジュール管理ソフトウエア、ウェブサイト

「健康Salad」各機能及びハードウエア、予約管理システムなどを商材パッケージとしてリース契約またはレ

ンタル契約により販売しております。また新たに診療所などの開業に係る物件選定、建築業者選定、医療機器

導入などを総合的にサポートする開業支援サービスを行っております。これらの業務を㈱テレウェイヴリンク

スが行っております。 

 また、医療機関向けホームページ作成・運営をはじめとする各種サービス提供を展開するほか、製薬会社向

け調査サービス等をアイ・モバイル㈱が行っております。 

 なお、イークロッシング㈱は、アイ・モバイル㈱の株式を所有しており、資産管理業務を行っております 

・飲食業・仲卸業向けソリューション 

 飲食業・仲卸業向け顧客管理ソフトウエア、販売促進ソフトウエア及びハードウエアなどを商材パッケージ

としてリース契約またはレンタル契約により販売しております。また、２店舗目以降の開業に係る物件・内

装・什器・設備の選定、初期投資額の資金調達などを総合的にサポートする開業支援サービス、売上債権早期

資金化サービスの提供を行っております。これらの業務を㈱テレウェイヴリンクスが行っております。 

・教育業向けソリューション 

 幼稚園及び保育園向け園児管理ソフトウエア、栄養管理ソフトウエア、書類ファイリングソフトウエア、イ

ンターネットカメラ、動画編集ソフトウエア、ハードウエアなどを商材パッケージとしてリース契約またはレ

ンタル契約により販売しております。これらの業務を㈱テレウェイヴリンクスが行っております。 

・美容業向けソリューション 

 美容業を対象とした顧客管理ソフトウエア及びハードウエアなどを商材パッケージとしてリース契約または

レンタル契約により販売しております。これらの業務を㈱テレウェイヴリンクスが行っております。 



・士業向けソリューション 

 士業(主に税理士・公認会計士)向け顧問先(関与先)管理ソフトウエア、ホスティングサービス、ホームペー

ジ作成サービス、独自ドメインの取得代行、雑誌媒体への掲載及び事務所案内パンフレットなどを商材パッケ

ージとしてリース契約により販売を行っております。これらの業務を㈱テレウェイヴリンクスが行っておりま

す。 

・製造業向けソリューション 

 製造業向け販売促進・プレゼンテーションソフトウエア及びハードウエアなどを商材パッケージとしてリー

ス契約により販売を行っております。これらの業務を㈱テレウェイヴリンクスが行っております。 

 また、製造業向け情報発信及び金属加工品の電子商取引事業等を㈱エヌシーネットワークが行っておりま

す。 

・ロイヤルハウス 

 工務店及び工事会社を対象にした新築戸建住宅施工販売のフランチャイズ事業、資材販促品の提供をロイヤ

ルハウス㈱が行っております。 

・工事ドットネット 

 通信機器の販売会社、工事会社、卸売会社及びリース会社等を対象とし、ウェブサイトを介した通信機器の

受発注と取引の管理・運営を行っております。また、リース取引を希望する顧客には仲介業務を行っておりま

す。これらの業務を㈱アントレプレナーが行っております。 

㈱ウェブ・ワークスは、ホームページの企画立案、設計、開発、運営、保守を行っております。 

㈱Ｅストアーは、Webサーバー、電子商取引、ヘルプデスクのASP提供事業を行っております。 

（２）情報通信機器事業 

 主要な商材は、電話機(ビジネスフォン)、複合機などであります。顧客の回線状況を把握し、事業規模にあっ

た通信システムを顧客に提案しております。これらの業務を㈱テレウェイヴリンクス及び㈱アイピーアンドケイ

が行っております。 



［事業系統図］ 

 以上に述べた内容を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

（注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数となっております。 

３．特定子会社に該当しております。 

４．株式会社テレウェイヴリンクスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。 

５．有価証券報告書を提出しております。 

６．株式会社アントレプレナーの議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため

子会社としたものであります。 

７．アイ・モバイル株式会社は、平成17年12月21日付で、当社が同社株式の53.2％を取得し、イークロッシング

株式会社が所有する同社株式と合わせ、当社の100％子会社となっております。 

８．イークロッシング株式会社は、平成17年12月21日付で、当社が同社株式のすべてを取得し、当社の100％子

会社となっております。 

９．株式会社Ｅストアーは、平成18年３月22日付で、当社が同社株式の10.5％を追加取得しております。 

10．株式会社エヌシーネットワークは、平成18年３月27日までに当社が同社株式の19.0％を取得しております。 

11．株式会社エヌシーネットワークの議決権の所有割合は100分の20未満でありますが、実質的に影響力がある

ため、当社の持分法適用関連会社としております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業内容 
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

㈱テレウェイヴリンクス 

(注)３、４ 
東京都新宿区 30 

ソリューション事業 

及び 

情報通信機器事業 

100.0 

資金支援、事務所賃貸、

設備賃貸、経営指導、 

業務受託、債務保証 

役員６名兼任 

㈱ウェブ・ワークス 東京都新宿区 30 ソリューション事業 80.0 

資金支援、事務所賃貸、

経営指導、業務受託 

役員３名兼任 

㈱アントレプレナー 

（注）２、３、６ 
東京都渋谷区  247 ソリューション事業 

45.2 

(18.4) 

経営指導、業務受託 

役員２名兼任  

㈱アイピーアンドケイ 

  
東京都新宿区 30 情報通信機器事業 100.0 

事務所賃貸、経営指導、

業務受託 

役員４名兼任 

ロイヤルハウス㈱ 

  
愛知県名古屋市 49 ソリューション事業 100.0 

経営指導、業務受託 

役員５名兼任 

アイ・モバイル㈱ 

（注）２、３、７ 
東京都千代田区 234 ソリューション事業 

100.0 

(46.8) 

資金支援 

役員３名兼任 

イークロッシング㈱ 

（注）８ 
東京都千代田区 100 ソリューション事業 100.0 -  

（持分法適用関連会社）      

㈱Ｅストアー 

（注）５、９ 
東京都港区 523 ソリューション事業 31.6 

技術提携 

役員１名兼任 

㈱エヌシーネットワーク 

（注）10、11 
東京都千代田区 775 ソリューション事業 19.0 

業務提携 

役員１名兼任 

主要な損益情報等 （１）売上高 17,444百万円 

 （２）経常利益 3,888百万円 

 （３）当期純利益 2,275百万円 

 （４）純資産額 2,668百万円 

 （５）総資産額 6,061百万円 



５【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む）であり、臨時従業員は（ ）内に当連結会計年度の平均人員（１日８時間換算）を外数

で記載しております。 

２．臨時従業員はアルバイトであり、派遣社員は除いております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

４．前連結会計年度は、ロイヤルハウス株式会社の従業員数は「その他事業」としておりましたが、当連結会

計年度よりソリューション事業の工務店及び工事業者向けサービスとの連携を深め、共同で事業展開して

いることから、同社の従業員数は、当連結会計年度より「ソリューション事業」の従業員数に含めており

ます。 

５．従業員数が前連結会計年度末に比べ566名増加しておりますが、これは事業拡大に伴う新規採用による増加で

あります。 

（２）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む）であり、臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載して

おります。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

３．臨時従業員はアルバイトであり、派遣社員は除いております。 

４．従業員数が前事業年度末に比べ28名増加しておりますが、これは事業拡大に伴い管理部門の人員を増員し

たことによるものであります。 

（３）労働組合の状況 

 当社には労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ソリューション事業 938 (293) 

情報通信機器事業 217 (121) 

全社（共通） 130 (11) 

合計 1,285 (425) 

  平成18年３月31日現在 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

68 (4) 29.6 2.1 5,087,813 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

 当連結会計年度における当社グループは、引き続き中小規模事業者を対象として「売上向上」と「経費削減」を

提案し、顧客の事業展開におけるコアパートナーとなるべく商品に付加価値を加えたサービスの提供に取り組んで

まいりました。 

 顧客からのニーズが高く、営業・サポートスタッフの増員を行っているソリューション事業における新規顧客獲

得数が大幅に増加し、利益率の高いソリューション事業の売上高構成比率が大幅に増加したことから全体の利益率

が向上し、大幅な増益となり、売上高は20,329百万円（前年同期比54.3％増）、経常利益4,301百万円（同79.1％

増）、当期純利益2,398百万円（同77.1％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（ソリューション事業） 

 ソリューション事業におきましては、展開している業種の中でも市場規模が大きく、当社グループの経営リ

ソースを重点的に投入している小売・卸売業、工務店及び工事会社、医療機関、飲食業を対象とした経営支援

サービスが引き続き大きく伸長し、ソリューション事業の収益拡大に寄与いたしました。また、平成17年５月

に株式会社エヌシーネットワークとの業務提携により開始しました製造業向けソリューションの展開につきま

しても順調に始動いたしました。 

 当社グループの商材に更なる付加価値を加えるサービスを提供する企業や、当社グループの潜在顧客となり

える顧客基盤を保有する企業を中心とした提携等につきましては、引き続き積極的に行っており、平成17年12

月には、医療機関向けのホームページ作成・運営等の各種サービスを提供するアイ・モバイル株式会社を子会

社化し、第４四半期より当社グループ既存の医療機関向けチームとのシナジー効果が寄与しはじめておりま

す。 

 また、営業や顧客サポートの生産性が向上したことにより、利益率が改善いたしました。 

 以上の結果、ソリューション事業は引き続き伸長し、売上高は14,117百万円（前年同期比87.3％増）、営業

利益3,430百万円（同124.9％増）となりました。 

（情報通信機器事業） 

 情報通信機器事業におきましては、引き続き中小規模事業者の経費削減需要に対応すべくＮＴＴ製品を中心

としたビジネスフォンの提供に努めてまいりました。 

 これまでは、情報通信機器事業においても、人員の増加及び地域展開による販売拡充を図ってまいりました

が、情報通信機器市場が成熟化していることや、それに対してソリューション事業の市場規模が膨大で、顧客

ニーズも強いことから、当社グループの経営リソースをソリューション事業へ重点的に投入するだけでなく、

当連結会計年度の下半期以降において、情報通信機器事業の一部の人員をソリューション事業へとシフトして

おります。 

 以上の結果、情報通信機器事業における売上高は6,211百万円（前年同期比10.2％増）、営業利益836百万円

（同7.6％増）となりました。 

（２）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資有価証券の取得、連結範囲の変

更を伴う子会社株式の取得及び関連会社株式の取得等により投資活動による資金の減少が6,385百万円となったも

のの、税金等調整前当期純利益の大幅な増加を受けた営業活動による資金の増加2,734百万円、コミットメントラ

インの実行等による財務活動による資金の増加4,110百万円により、前連結会計年度末に比べて459百万円増加し、

当連結会計年度末は5,360百万円となりました。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は2,734百万円（前連結会計年度は1,877百万円の増加）となりました。これは主

に、法人税等の支払1,661百万円、売上債権の増加による資金の減少749百万円があったものの、税金等調整前当

期純利益が4,220百万円となり、また未収入金の減少による資金の増加593百万円があったことによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は6,385百万円（前連結会計年度は2,928百万円の減少）となりました。これは主

に、資本提携を伴う株式の取得による支出2,213百万円、新たに子会社となったアイ・モバイル株式会社及びイ

ークロッシング株式会社株式の取得による支出1,082百万円、新たに関連会社となった株式会社エヌシーネット

ワーク株式の取得及び関連会社である株式会社Ｅストアー株式の追加取得による支出1,892百万円によるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は4,110百万円（前連結会計年度は4,215百万円の増加）となりました。これは主

に、コミットメントラインの実行等による短期借入による収入（純額）4,243百万円があったことによるもので

あります。 

（フリー・キャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローは1,625百万円となりました。 

（注）フリー・キャッシュ・フローは、以下の計算式を使っております。 

フリー・キャッシュ・フロー＝当期純利益＋減価償却費＋連結調整勘定償却額＋貸倒引当金繰入額 

－設備投資額－運転資本増加額 

なお、運転資本は、売掛金＋受取手形＋棚卸資産－買掛金－支払手形で算出しております。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

（２）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合、品目別販売実績、地域別販売実

績は次のとおりであります。 

① 相手先別販売実績 

（注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ソリューション事業（千円） 1,368,207 265.2 

情報通信機器事業（千円） 1,371,606 106.6 

合計（千円） 2,739,814 152.0 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ソリューション事業（千円） 14,117,991 187.3 

情報通信機器事業（千円） 6,211,726 110.2 

合計（千円） 20,329,718 154.3 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱クレディセゾン 5,299,292 40.2 8,312,928 40.9 

オリックス㈱ 3,196,447 24.3 3,863,424 19.0 



② 品目別販売実績 

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．今回より商材名を記載しておりました「あきない繁盛 Executive 及び Telewavelinks Standard」

を「小売業向けソリューション」、「Reform Executive 及び Telewavelinks Standard」を「工務

店及び工事会社向けソリューション」、「Medical Executive 及び Telewavelinks Standard」を

「医療機関向けソリューション」、「グルメブランチ、築地 桜、築地 松及

び Telewavelinks Standard」を「飲食業・仲卸業向けソリューション」、「マイキッズパーク及

び Telewavelinks Standard」を「教育業向けソリューション」、「Beauty Executive 及

び Telewavelinks Standard」を「美容業向けソリューション」と表記変更致しました。 

３．士業向けソリューションは、前連結会計年度の３月より販売活動を開始致しましたので、前年同期

比を記載しておりません。 

４．製造業向けソリューションは、当連結会計年度より販売活動を開始致しましたので、前年同期比を

記載しておりません。 

５．ロイヤルハウスは、前連結会計年度末に新たに株式を取得した子会社であるため、前年同期比を記

載しておりません。 

品目別 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

ソリューション事業計 14,117,991 187.3 

 小売業向けソリューション 5,373,510 168.0 

 工務店及び工事会社向けソリューション 2,883,443 154.0 

 医療機関向けソリューション  1,936,480 171.9 

 飲食業・仲卸業向けソリューション  568,763 142.1 

 教育業向けソリューション 101,144 44.6 

 美容業向けソリューション 239,712 118.1 

 士業向けソリューション 212,698 - 

 製造業向けソリューション 447,908 - 

 ロイヤルハウス  1,425,717 - 

 工事ドットネット 552,376 118.1 

 その他 376,236 914.5 

情報通信機器事業計 6,211,726 110.2 

合計 20,329,718 154.3 



③ 地域別販売実績 

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．北海道地域の情報通信機器事業は、当連結会計年度より販売活動を開始いたしましたので、前年同

期比を記載しておりません。 

地域別 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

関東地域 
ソリューション事業 7,123,600 175.1 

情報通信機器事業 2,891,914 100.1 

関西地域 
ソリューション事業 2,192,126 170.7 

情報通信機器事業 908,054 94.4 

東海地域 
ソリューション事業 3,153,114 293.6 

情報通信機器事業 1,046,233 117.3 

東北地域 
ソリューション事業 396,501 178.4 

情報通信機器事業 483,169 106.7 

九州地域 
ソリューション事業 786,980 123.0 

情報通信機器事業 513,796 203.1 

中国地域 
ソリューション事業 370,668 149.1 

情報通信機器事業 315,671 165.0 

北海道地域 
ソリューション事業 95,001 - 

情報通信機器事業 52,886 - 

合計 20,329,718 154.3 



３【対処すべき課題】 

 事業の種類別セグメントごとの対処すべき課題としましては、以下のとおりであります。 

[ソリューション事業] 

① 「モノ・ヒト・カネ」の経営支援サービスの提供 

 中小規模事業者の事業活動に欠かせない「モノ・ヒト・カネ」の総合的な経営支援サービスを強化するた

め、各種サービスメニューの拡充及び体制構築に邁進し、昨年度策定いたしました中期経営計画のスケジュー

ルを前倒しで達成いたしました。 

 引き続き、これらのサービスメニューを深掘するとともに展開スピードを加速し、本格的な収益化を図って

まいります。 

 従来から業種ごとに特化して提供しておりますＩＴパッケージの提供による顧客基盤の拡大を図ると同時

に、既存顧客に対し、「モノ」の支援としての営業代行（マッチング）等の展開、「ヒト」の要素である人材

支援サービス（業種ごとの人材派遣・紹介等）、「カネ」の要素である金融支援サービス（売上債権早期資金

化サービス等）、「モノ・ヒト・カネ」がすべて融合された開業支援サービス、各要素と連動した新規サービ

スメニューの更なる追加を行うことで、顧客企業の真のコアパートナーとなるべく前進してまいります。 

② 新規業種特化型ソリューションサービスの投入 

 新規サービスとしては、平成18年３月期第１四半期に投入しました製造業向けソリューションサービスを含

め、これまで毎期１～２の新規業種特化型ソリューションサービスを投入してまいりました。今後も継続して

各事業年度に最低１業種ずつの新規業種特化型ソリューションサービスを投入していくことを計画しており、

平成19年３月期にはペット業界を対象とした業種特化型ソリューションサービスの投入を計画しております。 

③ カスタマーサポートの強化 

 「モノ・ヒト・カネ」の経営支援サービスを顧客のニーズに即して提供し、サービスの提供を継続していた

だけるようカスタマーサポート体制を強化してまいります。既にＩＴパッケージの導入段階のサポートと導入

後のサポートの組織（ＣＳ営業）を分離しており、新たに構築したＣＳ営業組織は、営業組織からの人員異動

等による人員体制拡充を図るとともに、これまで以上に顧客企業と密接な関係を構築し、各種経営支援サービ

スの提供による顧客の収益力向上と連動した顧客満足度向上を推進してまいります。 

[情報通信機器事業] 

 情報通信機器事業におきましては、従来のデジタル回線対応機器（ビジネスフォン）市場が成熟化している

ことから、主力商材であるビジネスフォンの販売は平成18年３月期下半期のトレンドと同水準を維持する程度

とし、これまでは実施していなかったソリューション事業とのシナジーを図ってまいります。平成19年３月期

においてはシナジー創出期間と位置付け、一時的に利益率が減少する見通しとなりますが、当社グループ全体

の顧客ニーズに対応した商材・サービスの提供を行うことで、顧客満足度の向上に努めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した、事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）重要な子会社の業績動向に関するリスク 

 当社グループは、当社が純粋持株会社となり、グループ会社にその事業内容を委譲し、持株会社によるグルー

プ経営を行っております。この傘下企業のうち主要な売上を計上する株式会社テレウェイヴリンクスの事業また

は経営が悪化した場合、当社グループの業績は影響を受けることになります。株式会社テレウェイヴリンクスの

業績に悪影響を与える要因といたしましては、競合他社の台頭、取扱商材の陳腐化、販売地域の拡大に伴う管理

費用の増加等のおそれがあります。 

（２）ソリューション事業特有のリスク 

 当社グループのソリューション事業におきましては、インターネット環境の提供と必要に応じたソフトウエア

を組み込んだハードウエアを提供しております。利用者にはインターネット環境を事業の戦略の１つとして活用

できるようにサポートも提供しております。しかしながら、中小規模事業者におけるニーズにかなうサービスが

提供できなかったり、インターネットを利用した事業活動が活発化しなかったり、当社グループにおいて新規商

材の開発に時間を要したり、他社との競合が激化した場合には、当社グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があ



ります。 

（３）情報通信機器事業特有のリスク 

 情報通信機器事業は、主に中小規模事業者向けに既設の情報通信機器の更新、機能向上に向けて、当社グルー

プで商材を提案し、販売しております。そのため、中小規模事業者の設備投資、特に通信投資が低迷すると、販

売量の減少や価格競争により、当社グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

（４）新規事業の立ち上げについて 

 当社グループは、設立以来、中小規模事業者の業態に沿った事業を展開してきております。今後も中小規模事

業者層が必要とする商材やサービスの中から、収益性と成長性の高い新規事業に取り組んでまいります。例え

ば、平成16年４月には株式会社テレウェイヴリンクスに金融サービス室及び人材サービス室を新設し、中小規模

事業者が必要とするファイナンスとヒューマンリソースを提供できる体制を整え、開業支援サービス及び金融支

援サービスについてはサービスを開始しております。こうした新規事業には現時点で入手可能な情報に基づき十

分な市場調査をしたうえで事業展開を図ってまいりますが、潜在的なリスクが含まれていることもあり、当社グ

ループが現時点で想定する状況に大きな変化があった場合は、その事業展開にも重大な影響を及ぼす可能性があ

ります。また、このような場合、開業支援サービス及び金融支援サービスについても、現在見込んでいるだけの

成長性・収益性を確保できなくなるおそれがあり、その結果当社グループの利益計画にも影響が生ずる可能性が

あります。 

（５）事業展開について 

 当社グループは、事業展開を積極的に行ってきており、また、今後ともＭ＆Ａなどの手法を通じた事業の拡

大を図っていきたいと考えております。 

 それに伴い、従業員数、事業所数、子会社数の急速な増加が引き続き予定されております。しかしながら、当

社グループにおける中間管理層、管理部門の拡充が、事業拡張の度合いと同様の速度で達成できず、人事、労

務、経理及び財務を含む管理機能が十分に働かなくなる可能性があります。そのような場合には、当社グループ

の業務、経営成績及び財務状況に影響が及ぶ可能性があります。 

（６）従業員増員について 

 当社グループでは、従来外部に委託することの多かった技術及びサポート担当の従業員を正社員として多数採

用しております。これは社内にこれらの従業員を配属することにより、提供サービスの開発とサポートレベルが

維持あるいは向上するものと判断したためであります。しかし、固定費の高止まりあるいは増大が生じ、他社に

対する競争力が低下する可能性があります。また、当社グループの事業を継続的に運営するために、優秀な人材

の確保は必須であると考えておりますが、当社グループの求める人材が十分に確保できない場合、または現在在

職している人材が大量に離職するような場合は、事業計画の遂行に影響を及ぼす可能性があります。 

（７）人材の確保について 

 当社グループは、現在第10期目を迎えた新興企業であります。そのため業容を拡大していくためには、それを

担う人材の確保が必要になります。人材の流動化も盛んになっており、当社グループも教育部門を充実させるこ

とで人材の育成・確保に積極的に取り組んでおりますが、人材の確保が予定どおり行えなかった場合には、当社

グループが影響を受ける可能性があります。 

（８）事業の買収・提携等について 

 当社グループのソリューション事業は、業種特化型の事業展開を行っておりますが、顧客からは専門的な情報

やビジネスソリューションの提供を求められており、情報の入手から提供に至るまでのすべてを当社グループの

みで行うことは難しくなっております。そのため、ソリューション事業の拡大を加速させるためには、当社グル

ープにないサービスや商品を提供する企業との提携は不可欠と考え、個々のインターネットサイトや商材、サー

ビスの向上を目指し、外部との提携やインターネットサイトの購入、企業買収等に積極的に取り組んでいく方針

であります。しかし、当社グループが企図する事業提携や企業、インターネットサイトの買収等が、当初の見込

みどおりの効果が上がらない場合や、企業買収等に伴い多額ののれんを計上することとなった場合には当社グル

ープの経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 



（９）営業形態について 

 当社グループは、主にリース契約を利用した販売を行っており、顧客がリース契約を申し込んだ時点で注文を

認識し、顧客への機器設置が完了し、サービスの利用が開始可能となった時点で売上を計上しています。注文を

受けてから売上計上に至るまでに、顧客がリース会社の与信審査に通らなかったり、顧客側の事情等により注文

の取消しの申し出を受け、結果として成約に至らない場合があります。また、売上計上後に行われるリース会社

による確認作業が、顧客側の事情等により完了せず、結果として債権回収が遅延したり、売上の取消しとなる場

合もあります。 

 当社グループでは、営業効率を損なうことなく、注文後の成約件数をより向上すべく、各販売担当が顧客と十

分な対話・交渉を行った上で注文を獲得するよう努めております。しかし、顧客からの注文に対して成約に至ら

ないケースが増加したり、リース会社による確認作業が完了しないことによる売上の取消し等が増加した場合に

は、結果として営業効率の低下を招くことも想定され、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（10）特定取引先への販売比率が高いことについて 

 当社グループは、主にリース契約によって情報通信機器やソフトウエアアプリケーションを組み込んだパソ

コン等の商材を顧客に対して販売しております。したがって、リース会社への販売が多くなっており、販売先

上位２社に対する販売比率は、前連結会計年度において、株式会社クレディセゾンが40.2％、オリックス株式

会社が24.3％、当連結会計年度では、株式会社クレディセゾンが40.9％、オリックス株式会社が19.0％となっ

ております。 

 当該２社とは、取引基本契約書を締結し、安定的な取引を行っておりますが、なんらかの理由で契約が継続で

きなかった場合や取引条件を見直された場合には、当社グループの事業運営に支障をきたし、当社グループの業

績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（11）研究開発・商材等にかかる事項について 

 当社グループは、商材の開発の多くをグループ外の企業に委託しております。当社グループが研究開発を委託

する企業は、開発実績もあり、安定的な取引を行っておりますが、これらの企業、企業の経営環境及び商材にお

いて問題が発生し、研究開発等の委託が継続できなかった場合には、当社グループの事業運営に支障をきたし、

当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（12）情報セキュリティについて 

 当社グループの主要な企業は、平成17年４月１日より施行されております「個人情報の保護に関する法律」に

おける個人情報取扱業者に該当致します。当社グループと致しましては、法令を遵守すべく組織的・物的・人的

対応を取ってまいりましたが、今後もその業容の拡充に合わせて求められる対応を取ってまいります。しかしな

がら、何らかの原因により当社グループの主要な法人から個人情報が流出した場合、当社グループの信用を失う

ことになり、結果、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（13）情報システムトラブルについて 

 当社グループは、事業の拡充に伴いその基幹システムの増強をしており、事業を行う上でコンピュータシステ

ム及びネットワークを活用することで事業の拡充を達成しております。そのため情報セキュリティの強化、バッ

クアップ体制の構築、情報システム部門の強化、機器の高性能化の検討等のシステムトラブル対策を講じており

ます。しかしながら、これらの対策にも関わらず、人為的過誤や自然災害等によりシステムトラブルが発生した

場合には、当社グループに被害が生じるほか、当社グループ及び当社グループが提供するサービスに対する信頼

性の低下及び損害金等の支払いにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（14）新株予約権について 

 当社は、当社及び当社連結子会社の取締役及び従業員の当社に対する経営参画意識を高め、業績向上に対す

る意欲や士気を喚起することを目的として、新株予約権を発行しております。これは、旧商法の規定に基づ

き、対象とする役職員に対し、特に有利な条件をもって新株予約権を発行するものとして、定時株主総会及び

取締役会において決議されたものであります。これらの新株予約権が行使された場合は、当社の１株当たりの

株式価値は希薄化し、株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社は、上記目的のもとに今後も役職員に対して新株予約権の付与を行うことを検討しておりますが、当該新

株予約権の付与は、更なる株式価値の希薄化を招く可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

（業務委託契約） 

（注）契約期間満了の１ヶ月前までに、いずれの当事者からも契約内容変更または契約終了の意思表示がない場合は、

本契約は更に１年更新されるものとし、以後も同様となっております。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はございません。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約期間 

㈱テレウェイヴリンクス 

（連結子会社） 
ヤフー㈱ 日本 

ヤフー㈱のショッピング

事業に関する営業等の 

業務委託基本契約  

平成17年８月６日から 

平成18年８月５日まで 

（注） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

（１）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成

されております。この連結財務諸表の作成にあたりましては、当社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況について確認し

たところ、全ての重要な点において虚偽の記載及び記載すべき事項の記載漏れはありません。 

 この連結財務諸表の作成にあたって、たな卸資産の評価、有価証券の評価、減価償却資産の耐用年数の設

定、貸倒引当金の計上等の重要な会計方針並びに税効果会計等に関して見積り及び判断を行っております。過

去の実績及び当該取引の状況に照らして、合理的と考える見積り及び判断を行っておりますが、実際の結果

は、見積りによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

（２）当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの分析 

 我が国の経済は、企業収益に改善が見られ、引き続き底堅い個人消費や設備投資を中心とした民間需要が増

加いたしました。しかし、法人、特に中小企業においては我が国経済の景況に対しては依然厳しい状況であ

り、中小企業の経営者においては楽観を許さない状況が続いておりました。 

 先行きについても、国内民間需要が増加しているものの、原材料及び原油価格の高騰など、内外経済に与え

る影響や世界経済の動向等が中小企業に与える影響には引き続き留意する必要がある厳しい経済状況でありま

した。  

 このような環境下において、当社グループは、中心顧客層である中小規模事業者を対象とし、引き続き「売

上向上」と「経費削減」を提案し、当社グループ商品の販売に懸命に取り組んでまいりました。 

① 財政状態の分析 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて、11.5％増加し、9,171百万円となりました。これは主に、受

取手形及び売掛金が743百万円増加したことによります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、229.9％増加し、12,384百万円となりました。これは主に、

ソリューション事業に関連する事業を営む株式会社ドリコム、アニコム インターナショナル株式会社、

株式会社ジャストプランニング、株式会社エヌシーネットワークへの出資、株式会社Ｅストアーへの出資

比率引き上げ及びアイ・モバイル株式会社、イークロッシング株式会社を子会社化した結果、投資有価証

券、連結調整勘定等が大幅に増加したことによります。   

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて、135.5％増加し、9,004百万円となりました。これは主に、コ

ミットメントラインを利用した短期借入金等が増加したことによります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、267.6％増加し、1,107百万円となりました。 これは主に、

その他有価証券評価差額金に係る税効果などにより繰延税金負債が820百万円となったことによります。 

 資本合計は、前連結会計年度末に比べて、46.5％増加し、11,242百万円となりました。これは主に、当

期純利益が2,398百万円と大幅に増加したことや、その他有価証券評価差額金が1,200百万円となったこと

によります。  

② 経営成績の分析 

 顧客からのニーズが高く、営業・サポートスタッフの増員を行っているソリューション事業における新

規顧客獲得数が大幅に増加し、利益率の高いソリューション事業の売上高構成比率が大幅に増加したこと

から全体の利益率が向上し、大幅な増益となり、売上高は20,329百万円（前年同期比54.3％増）、経常利

益4,301百万円（同79.1％増）、当期純利益2,398百万円（同77.1％増）となりました。 

③ キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資有価証券の取得、連結

範囲の変更を伴う子会社株式の取得及び関連会社株式の取得等により投資活動による資金の減少が6,385

百万円となったものの、税金等調整前当期純利益の大幅な増加を受けた営業活動による資金の増加2,734

百万円、コミットメントラインの実行等による財務活動による資金の増加4,110百万円により、前連結会

計年度末に比べて459百万円増加し、当連結会計年度末は5,360百万円となりました。 

 営業活動の結果得られた資金は2,734百万円（前連結会計年度は1,877百万円の増加）となりました。こ

れは主に、法人税等の支払1,661百万円、売上債権の増加による資金の減少749百万円があったものの、税



金等調整前当期純利益が4,220百万円となり、また未収入金の減少による資金の増加593百万円があったこ

とによるものであります。 

 投資活動の結果使用した資金は6,385百万円（前連結会計年度は2,928百万円の減少）となりました。こ

れは主に、資本提携を伴う株式の取得による支出2,213百万円、新たに子会社となったアイ・モバイル株

式会社及びイークロッシング株式会社株式の取得による支出1,082百万円、新たに関連会社となった株式

会社エヌシーネットワーク株式の取得及び関連会社である株式会社Ｅストアー株式の追加取得による支出

1,892百万円によるものであります。 

 財務活動の結果得られた資金は4,110百万円（前連結会計年度は4,215百万円の増加）となりました。こ

れは主に、コミットメントラインの実行等による短期借入による収入（純額）4,243百万円があったこと

によるものであります。 

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 平成18年５月29日付で発表させていただきました平成19年３月期を初年度とした３ヵ年の中期経営計画にお

きましては、以下の施策を前提としており、これらの状況の推移が経営成績に重要な影響を与える要因である

と認識しております。 

① 営業・サポートスタッフの増員、生産性の向上 

 平成18年３月期においては、営業・サポートスタッフの増員に比例して収益を生み出す事業モデルの規

模の拡大と新卒採用者の入社前のインターン制度や入社後の現場配属における育成システムによる収益貢

献の早期化が順調に推移しているほか、経営の重要課題と認識していました社員数の増加に伴う管理者層

の育成についても計画を上回るペースで推移いたしました。 

 これらのことから、今後も引き続き、新卒採用を中心とした大幅な増員を継続実施してまいります。平

成18年４月には338名の新入社員を迎えており、平成19年４月に550名程度、平成20年４月には650名程度

の新卒採用を計画しております。また、業種ごとに蓄積したノウハウ及び顧客基盤の活用と商材・サービ

スの更なる品質向上により、営業・サポート両面の生産性向上を図ると同時に、グループ内ビジネスプロ

セスの効率化を推進することで利益率の向上に努めてまいります。  

② 販売エリアの拡大 

 販売活動を支える支店展開といたしましては、平成17年３月期に広島支店開設、平成18年３月期に札幌

支店を開設し、現在は首都圏、関西、東海、東北、九州、北海道の地域をカバーしております。平成19年

３月期において、北陸地域へと展開することで日本全国をカバーする体制を構築いたします。また、既存

の各支店においては、機能の拡充及び営業組織の増強を行い、より一層の販売力強化を図ってまいりま

す。 

③ 既存顧客の契約更新 

 当社グループの商材は経営支援サービスであることから、顧客におきましては一定期間継続してサービ

スの提供を受けていただくことが前提となっております。そのため、サービスの契約期間が満了する顧客

に対しては、サービスの提供を継続して頂くために、カスタマーサポート体制を更に強化いたします。 

④ 積極的な事業提携及びＭ＆Ａ 

 平成18年3月期下半期以降におきましては、アニコム インターナショナル株式会社、株式会社ホームプ

ロ、株式会社ジャストプランニングとの提携を行い、アイ・モバイル株式会社、株式会社Ｅストアー、株

式会社エヌシーネットワーク、株式会社アペックス・インターナショナル等への出資を実施し、顧客基盤

の拡大、既存サービスの強化、「モノ・ヒト・カネ」の経営支援サービスの拡充を行ってまいりました。

今後もこれまでの姿勢を堅持し、シナジー効果の高い事業提携及びＭ＆Ａ等を積極的に行うことで、業種

特化型の経営支援サービスメニューの拡充及び更なる顧客基盤の拡大を図ってまいります。 

（４）経営戦略の現状と見通し 

① 平成19年３月期の経営戦略と見通し 

 今後も大きな伸長が期待できるソリューション事業に経営資源を集中的に投入し、中核となる小売・卸

売業、工務店及び工事会社、医療機関、飲食業を対象とした経営支援サービスを中心に販売・サポートス

タッフの拡充、提供サービスの品質向上、販売地域の拡大を行うことで、引き続き顧客数の増大を図りま

す。 

 また、ＩＴインフラの提供に留まらず、顧客企業の事業活動に欠かせない「モノ・ヒト・カネ」の総合



的な経営支援サービスの本格的な収益化に取り組んでまいります。 

 具体的には、当連結会計年度において各種サービスメニューの拡充と体制構築を図っている営業代行サ

ービス、開業支援サービス、金融支援サービス等において、人員の拡充を行い、既存事業においてこれま

でに築いた顧客基盤を活用することで、利用顧客数の増大を図ります。 

 さらに、新規の業種特化型支援サービスとしてペット業界を対象とした経営支援サービスを投入するほ

か、引き続き顧客基盤の拡大、既存サービス及び新たな経営支援サービスの拡充を図るために他社との事

業提携、Ｍ＆Ａを積極的に行うことで、更なる業容拡大を図ってまいります。 

② 中期的な経営戦略と見通し 

 当社グループは３ヵ年の中期経営計画をローリング方式により毎期見直しております。 

 平成18年５月29日付で発表させていただきました平成19年３月期を初年度とした３ヵ年の中期経営計画

におきましては、ソリューション事業を中核とした新規顧客数の増加による売上・利益の拡大を図るとと

もに、既存顧客に対する経営支援サービスの強化を図ることで、グループ全体として平均売上高成長率

145％程度、平均経常利益成長率160％程度を維持することを目指しております。 

 なお、具体的な施策としましては、上記（３）及び「３ 対処すべき課題」に記載した各事項を推進す

ることであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において実施した当社グループの設備投資額は787,595千円であります。 

当社の設備投資額は325,669千円であり、その主なものは、オフィス増床に伴う設備投資87,608千円、当社グルー

プの基幹業務系システムの取得50,072千円、コンテンツマネジメントシステムの取得27,334千円およびオーナーズク

ラブ運営権の取得152,547千円であります。  

また連結子会社の設備投資は、当社グループの基幹業務系システム稼動に伴う機材投資166,517千円、ホスティン

グ関連ソフトウェアの取得15,757千円および開業支援サービスに伴う設備投資213,058千円であります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

（１）提出会社 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定、施設利用権、ソフトウエア及び営業権であります。 

２．金額には消費税等を含めておりません。 

３．従業員数のうち、特定のセグメントに区分できない部門に所属しているものは除外しております。なお、提

出会社は持株会社であり、グループ会社の経営管理及びこれに附帯する業務を行っておりますので、従業員

は特定のセグメントに区分できません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び 

構築物 
工具、器具 
及び備品 

その他 合計 

本社 

（東京都新宿区） 
ソリューション事業 業務施設 45,652 45,755 392,646 484,054 

- 

[-] 

本社 

（東京都新宿区） 
情報通信機器事業 業務施設 9,653 9,675 57,223 76,552 

- 

[-] 



（２）国内子会社 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定、施設利用権及びソフトウエアであります。 

２．金額には消費税等を含めておりません。 

３．㈱テレウェイヴリンクスの本社（東京都新宿区）には、東京都内サーバールームの資産を含めております。 

４．従業員数の［ ］は、臨時従業員（アルバイトで、派遣社員を除く。）数を表し、当連結会計年度の平均人員（１日８時間換算）を

外数で記載しております。 

５．従業員数のうち、特定のセグメントに区分できない部門に所属しているものは除外しております。 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備の 

内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数

（人） 建物及び

構築物 

車両 

運搬具 

工具、器具 

及び備品 
その他 合計 

㈱テレウエイヴ 

 リンクス 

本社 

（東京都新宿区） 

ソリューション

事業 
業務施設 4,915 - 80,898 102,674 188,488 

322 

[63] 

情報通信機器 

事業 
業務施設 464 - 4,418 151 5,034 

105 

[4] 

コールセンター 

（東京都新宿区） 

ソリューション

事業 
業務施設 4,722 - 10,418 26,400 41,541 

10 

[54] 

情報通信機器 

事業 
業務施設 998 - 2,340 5,582 8,922 

8 

[66] 

 開業支援店舗 

 （東京都） 

ソリューション 

事業 

賃貸用 

施設 
154,930 - 38,692 8,450 202,073 

- 

[-] 

倉庫 

（東京都板橋区） 

ソリューション

事業 
業務施設 1,308 - 443 - 1,751 

- 

 [-] 

情報通信機器 

事業 
業務施設 276 - 528 - 804 

1 

 [-] 

大阪支店 

（大阪府大阪市） 

ソリューション

事業 
業務施設 6,407 - 9,610 - 16,017 

99 

[54] 

情報通信機器 

事業 
業務施設 1,354 - 1,291 - 2,646 

37 

[20] 

名古屋支店 

（愛知県名古屋市） 

ソリューション

事業 
業務施設 8,823 - 7,769 154 16,747 

72 

[28] 

情報通信機器 

事業 
業務施設 1,865 - 968 - 2,834 

29 

[14] 

仙台支店 

（宮城県仙台市） 

ソリューション

事業 
業務施設 784 - 1,399 109 2,294 

16 

[5] 

情報通信機器 

事業 
業務施設 165 - 122 23 312 

13 

[3] 

福岡支店 

（福岡県福岡市） 

ソリューション

事業 
業務施設 3,037 - 4,171 - 7,209 

49 

[20] 

情報通信機器 

事業 
業務施設 642 - 707 - 1,349 

16 

[9] 

広島支店 

（広島県広島市） 

ソリューション

事業 
業務施設 638 - 1,862 - 2,500 

8 

[5] 

情報通信機器 

事業 
業務施設 135 - 226 - 361 

8 

[3] 

 札幌支店 

 （北海道札幌市） 

ソリューション

事業 
業務施設 693 - 712 - 1,405 

4 

[1] 

情報通信機器 

事業  
業務施設 146 - 115 - 261 

- 

[2] 

ロイヤルハウス㈱ 
本社 

（愛知県名古屋市） 

ソリューション

事業 
業務施設 7,064 1,833 787 2,297 11,982 

27 

 [-] 

㈱アイピー 

 アンドケイ 

本社 

（東京都新宿区） 

情報通信機器 

事業 
業務施設 - - 1,258 - 1,258 

- 

 [-] 

㈱ウェブ・ 

 ワークス 

本社 

（東京都新宿区） 

ソリューション

事業 
業務施設 1,234 - 30,654 8,436 40,325 

245 

[48] 

㈱アントレ 

 プレナー 

本社 

（東京都渋谷区） 

ソリューション

事業 
業務施設 6,173 - 2,284 12,428 20,886 

46 

[6] 

アイ・モバイル㈱ 
本社  

（東京都千代田区） 

ソリューション

事業  
業務施設 867 - 22,321 137,814 161,003 

40 

[9] 

イークロッシング㈱ 
本社 

（東京都千代田区） 

ソリューション

事業  
業務施設 - - 853 17 871 

- 

 [-] 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資計画は、ソリューション事業をより拡大することを前提として、投資効率の優れたものを

優先して選別し策定するとともに、社内業務の効率化、システムの安定化を図るための投資も積極的に取り組んでお

ります。子会社の計画については各社で先ず策定した後、提出会社を中心にグループの観点から調整しております。

 なお、平成18年３月31日現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

重要な設備の新設 

（注）１．金額には消費税等は含んでおりません。 
２．経常的な設備更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はありません。 
３．日常業務に係る事務処理能力の向上を見込んでおります。 
４．設備完成後、当社及び当社子会社に与える影響を正確に推測することが困難なため記載しておりません。 
５．スタッフ増員に伴う既存及び新規支店のオフィス拡張により販売能力の向上を見込んでおります。 
６．増資資金は、平成16年９月、平成18年５月払込の有償一般募集増資及び平成18年６月払込の第三者割当増資に伴うものであります。 
７．増資資金は、平成18年５月払込の有償一般募集増資及び平成18年６月払込の第三者割当増資に伴うものであります。 
８．基幹システムについては、投資予定金額の総額が前期末現在の387,700千円から573,700千円に増額しており、完了予定年月につきま

しても平成18年３月から平成19年８月に延長されております。 
９．商材システムについては、投資予定金額の総額が前期末現在の1,340,500千円から2,000,500千円に増額しており、完成予定年月につ

きましても平成18年３月から平成20年３月に延長されております。 

会社名 
  

所在地 
事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定 
完成後
の増加
能力 

総額 
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了 

㈱テレウェイヴ 
東京都 

新宿区 
共通 

基幹 

システム 

573,700

 (注)８ 
221,600

増資資金、 

自己資金及び 

短期借入金 

 (注)６ 

 平成 

15.３ 

平成 

19.８ 

(注)８ 

(注)３ 

㈱テレウェイヴ 
東京都 

新宿区 
共通 

社内 

システム 
59,000 -

増資資金、 

自己資金及び 

短期借入金 

(注)７ 

平成 

18.４ 

平成 

20.３ 
(注)３ 

㈱テレウェイヴリンクス 
東京都 

新宿区 
ソリューション事業 

商材 

システム 

2,000,500

 (注)９ 
332,605

増資資金、自

己資金及び短

期借入金 

 (注)６ 

平成 

14.10 

平成 

20.３ 

(注)９ 

(注)４ 

㈱テレウェイヴリンクス 
東京都 

新宿区 
ソリューション事業 

商材 

システム 

用機器 

10,000 -

増資資金、 

自己資金及び 

短期借入金 

 (注)７ 

平成 

19.３ 

平成 

20.３ 
(注)４ 

㈱テレウェイヴリンクス 
東京都 

新宿区 
ソリューション事業 新システム 1,000,000 -

増資資金、 

自己資金及び 

短期借入金 

 (注)７ 

平成 

18.10  

平成 

20.３  
(注)４ 

㈱テレウェイヴリンクス 
東京都 

新宿区 
ソリューション事業 新システム 305,000 -

増資資金、 

自己資金及び 

短期借入金 

 (注)７ 

平成 

19.１  

平成 

20.３ 
(注)４ 

㈱テレウェイヴリンクス 
東京都 

新宿区 
ソリューション事業 事業用設備 1,000,000 -

増資資金、 

自己資金及び 

短期借入金 

 (注)７ 

平成 

19.１  

平成 

20.２  
(注)４ 

㈱テレウェイヴリンクス 
東京都 

新宿区 
共通 

オフィス 

拡張 
80,000 -

増資資金、 

自己資金及び 

短期借入金 

(注)７ 

平成 

18.５ 

平成 

19.12 
(注)５ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,752,000 

計 1,752,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 477,924 513,766 ジャスダック証券取引所 － 

計 477,924 513,766 － － 



（2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条の20及び第280条の21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年８月５日 臨時株主総会決議 

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失した者に

割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」を減じております。 

２．平成15年11月20日付で株式１株を1.5株、平成17年５月20日付で株式１株を４株、平成18年３月１日付で株

式１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株

予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本

組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１） 53 48  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）

（注１、２） 
636 576 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（注２） 
１株当たり 2,250円 １株当たり 2,250円 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月６日から 

平成20年８月５日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

（注２） 

発行価格   2,250 

資本組入額  1,125 

発行価格   2,250 

資本組入額  1,125 

新株予約権の行使の条件 

①当社または当社連結子会社の取

締役、監査役、あるいは従業員

として新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時においても

当社または当社連結子会社の取

締役、監査役、あるいは従業員

であることを要するものとす

る。ただし、任期満了による退

任、定年退職の場合はこの限り

ではない。 

①      同左 

②新株予約権の割当を受けた者が

権利行使期間中に死亡した場

合、相続人がその権利を承継す

るものとする。 

②      同左 

③その他の条件は、取締役会決議

により決定する。 

③      同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社

取締役会の承認を要する。 
        同左 



平成15年６月27日 定時株主総会決議 

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失した者に

割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」を減じております。 

２．平成15年11月20日付で株式１株を1.5株、平成17年５月20日付で株式１株を４株、平成18年３月１日付で株

式１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株

予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本

組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１） 184 173 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）

（注１、２） 
2,208 2,076 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（注２） 
１株当たり  31,105 １株当たり  31,105 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から 

平成21年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（注２） 

発行価格   31,105 

資本組入額   15,553 

発行価格   31,105 

資本組入額   15,553 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた時か

ら権利行使時に至るまでの間、

継続して当社または当社連結子

会社の取締役、監査役または従

業員のいずれかに在任または在

職することを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職、その他取締役会が正当な理

由があると認めた場合はこの限

りではない。 

①      同左 

②新株予約権の割当を受けた者が

権利行使期間中に死亡した場

合、相続人がその権利を承継す

るものとする。 

②      同左 

③その他の条件は、取締役会決議

により決定する。 

③      同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社

取締役会の承認を要する。 
        同左 



平成16年６月29日 定時株主総会決議 

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失した者に

割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」を減じております。 

２．平成17年５月20日付で１株を４株、平成18年３月１日付で１株を２株とする株式分割を行っております。こ

れにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１） 801 797 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

（注１、２） 
6,408 6,376 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（注２） 
１株当たり  151,607 １株当たり  151,607 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日から 

平成22年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（注２） 

発行価格   151,607 

資本組入額   75,084 

発行価格   151,607 

資本組入額   75,084 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた時か

ら権利行使時に至るまでの間、

継続して当社または当社連結子

会社の取締役、監査役または従

業員のいずれかに在任または在

職することを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職、その他取締役会が正当な理

由があると認めた場合はこの限

りではない。 

①      同左 

②新株予約権の割当を受けた者が

権利行使期間中に死亡した場

合、相続人がその権利を承継す

るものとする。 

②      同左 

③その他の条件は、取締役会決議

により決定する。 

③      同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社

取締役会の承認を要する。 
        同左 



平成17年６月29日 定時株主総会決議（平成17年７月26日 取締役会決議） 

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失した者に

割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」を減じております。 

２．平成18年３月１日付で１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる

株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１） 6,507 6,427 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

（注１、２） 
13,014 12,854 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（注２） 
１株当たり   285,705 １株当たり  285,705 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から 

平成23年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（注２） 

発行価格   285,705 

資本組入額   142,853 

発行価格   285,705 

資本組入額   142,853 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた時か

ら権利行使時に至るまでの間、

継続して当社または当社連結子

会社の取締役、監査役または従

業員のいずれかに在任または在

職することを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職、その他取締役会が正当な理

由があると認めた場合はこの限

りではない。 

①      同左 

②新株予約権の割当を受けた者が

権利行使期間中に死亡した場

合、相続人がその権利を承継す

るものとする。 

②      同左 

③その他の条件は、取締役会決議

により決定する。 

③      同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社

取締役会の承認を要する。 
        同左 



平成17年６月29日 定時株主総会決議（平成18年１月27日 取締役会決議） 

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失した者に

割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」を減じております。 

２．平成18年３月１日付で１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる

株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１） 1,119  1,116 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

（注１、２） 
2,238 2,232 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（注２） 
１株当たり 497,286 １株当たり 497,286 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から 

平成23年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（注２） 

発行価格  497,286 

資本組入額  248,643 

発行価格  497,286 

資本組入額  248,643 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた時か

ら権利行使時に至るまでの間、

継続して当社または当社連結子

会社の取締役、監査役または従

業員のいずれかに在任または在

職することを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退

職、その他取締役会が正当な理

由があると認めた場合はこの限

りではない。 

①      同左 

②新株予約権の割当を受けた者が

権利行使期間中に死亡した場

合、相続人がその権利を承継す

るものとする。 

②      同左 

③その他の条件は、取締役会決議

により決定する。 

③      同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社

取締役会の承認を要する。 
        同左 



（3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式１株を10株に株式分割 

２．新株引受権の行使による増加であります。 

３．有償一般募集 

（ブックビルディング方式による募集） 

４．株式１株を1.5株に株式分割 

５．有償一般募集 

（ブックビルディング方式による募集） 

６．株式１株を４株に株式分割 

７．株式１株を２株に株式分割 

８．平成18年５月15日を払込期日とする有償一般募集増資により、発行済株式総数が31,000株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ4,634,500千円増加しております。 

９．平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が192株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ2,120千円増加しております。 

10．平成18年６月13日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出に伴う第三者割当増資により、発

行済株式総数が4,650株、資本金及び資本準備金がそれぞれ695,175千円増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年９月２日 

（注）１ 
20,538 22,820 － 175,020 － 115,020 

平成14年10月17日 

（注）２ 
8,999 31,819 52,491 227,511 53,541 168,561 

平成15年２月14日 

（注）３ 
4,700 36,519 319,600 547,111 475,640 644,201 

平成15年11月20日 

（注）４ 
18,259.5 54,778.5 － 547,111 － 644,201 

平成16年9月13日 

（注）５ 
4,000 58,778.5 1,712,880 2,259,991 1,712,880 2,357,081 

平成16年４月～ 

平成17年３月 

（注）２ 

440 59,218.5 3,960 2,263,951 3,960 2,361,041 

平成17年５月20日  

（注）６ 
177,768 236,986.5 - 2,263,951 - 2,361,041 

平成18年３月１日 

（注）７ 
238,950 475,936.5 - 2,263,951 - 2,361,041 

平成17年４月～ 

平成18年３月 

（注）２ 

1,987.5 477,924 51,096 2,315,047 51,096 2,412,137 

発行株数 4,700株

発行価格 169,200円

資本組入額 68,000円

払込金総額 795,240千円

発行価格 907,920円

発行価額 856,440円

資本組入額 428,220円

払込金総額 3,425,760千円



（4）【所有者別状況】 

（注）１．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が24株含まれております。 
２．自己株式748株は、「個人その他」に含まれております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
(株) 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他 
の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） - 16 16 150 91 5 9,611 9,889 - 

所有株式数（株） - 94,851 2,908 14,127 90,999 444 274,595 477,924 - 

所有株式数の割合

（％） 
- 19.85 0.61 2.96 19.04 0.09 57.45 100.00 - 



（5）【大株主の状況】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株） 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数の
割合（％） 

村山 拓蔵 東京都港区 188,172 39.37 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 36,020 7.54 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2-11-3 24,003 5.02 

リーマンブラザーズ 

インターナショナル（ヨーロッパ） 

25 BANK STREET 

LONDON E14 5LE, ENGLAND 

12,299 2.57 

（常任代理人 リーマン・ブラザーズ 

証券会社東京支店） 
（東京都港区六本木6-10-1） 

ビーエヌピーパリバセキュリティーズ 

サービスロンドン/ジャスデック/ 

ユーケーレジイデンツ 

10 HAREWOOD AVENUE 

LONDON NW1 6AA, ENGLAND 
10,600 2.22 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） （東京都中央区日本橋3-11-1）   

ザチェースマンハッタンバンク 

エヌエイロンドン 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 

9,772 2.05 

（常任代理人 株式会社みずほ 

コーポレート銀行兜町証券決済業務室） 
（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

齋藤 真織 東京都大田区 8,000 1.67 

オリックス株式会社 東京都港区浜松町2-4-1 7,800 1.63 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 7,140 1.50 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海1-8-12 
7,038 1.47 

計 － 310,844 65.04 



（6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が24株(議決権24個)含まれております。

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    748 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 477,176 477,176 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 477,924 － － 

総株主の議決権 － 477,176 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 

テレウェイヴ 

東京都新宿区 

西新宿2-4-1 
748 － 748 0.16 

計 － 748 － 748 0.16 



（7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条の20及び第280条の21の規定に

基づき新株予約権を発行する方法、並びに会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づき新株予約権を発行する

方法によるものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  （平成14年8月5日臨時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社及び連結子会社の取締役、監査役及び従業員並

びに当社及び連結子会社の顧問に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年８月５日開催

の臨時株主総会において決議されたものであります。 

 （平成15年6月27日第６回定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社及び連結子会社の取締役及び従業員に対し特に

有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成15年６月27日開催の第６回定時株主総会において決議された

ものであります。 

決議年月日 平成14年８月５日 

付与対象者の区分及び人数 
当社及び連結子会社の取締役、監査役及び従業員当社

及び連結子会社の顧問合計143名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社及び当社連結子会社の取締役及び従業員合計63名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



 （平成16年６月29日第7回定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社及び連結子会社の取締役及び従業員に対し特に

有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成16年６月29日開催の第７回定時株主総会において決議された

ものであります。 

 （平成17年6月29日第８回定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社及び連結子会社の取締役及び従業員に対し特に

有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年６月29日開催の第８回定時株主総会において決議された

ものであります。 

決議年月日 平成16年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 当社及び連結子会社の取締役及び従業員合計168名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役、監査役及び従業員ならびに連結子会社

の取締役及び従業員 

合計315名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



 （平成18年6月29日第９回定時株主総会決議） 

 会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づき、当社の取締役に対し、会社法第361条第１項３号に規定する

報酬等のうち金銭でないものとして、年額200百万円以内で、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを

平成18年６月29日開催の第９回定時株主総会で決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権の行使に際して払込をすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」という）は、新株予約権を割

り当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における株式会社ジャスダック証券取引

所が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金額が新株予約権を割り当てる日の最終価格（当日に最終

価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権を割り当てる日の最終価

格を払い込み金額とする。 

なお、割当日以降、当社は株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式の処分を

行う場合（新株予約権の行使による場合を除く。）は、次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げる。 

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり

払込価額」を「１株当たり処分金額」に各々読み替えるものとする。 

さらに、割当日以降、当社が合併等を行う場合、株式の無償割り当てを行う場合、その他これらの場合に準

じた払込価額の調整を必要とする事由が生じたときには、それぞれの条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で

行使価額を調整するものとする。 

２．新株予約権を行使するためには、その割当を受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続して当社または

当社連結子会社の取締役または従業員のいずれかに在任または在職することを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死亡した場合、相続人がその権利を承継するものとする。

その他の条件については、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約

の定めるところによる。 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役（人数は未定） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,000株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成24年６月30日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 （平成18年6月29日第９回定時株主総会決議） 

 会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づき、当社の従業員及び連結子会社の取締役及び従業員に特に有利

な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年６月29日開催の第９回定時株主総会で決議されたものであり

ます。 

 （注）１．新株予約権の行使に際して払込すべき１株当たりの金額（以下「行使価額」という）は、新株予約権を割り

当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における株式会社ジャスダック証券取引所

が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額とし、

１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金額が新株予約権を割り当てる日の最終価格（当日に最終価格

がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権を割り当てる日の最終価格を

払い込み金額とする。 

なお、割当日以降、当社は株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式の処分を

行う場合（新株予約権の行使による場合を除く。）は、次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げる。 

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり

払込価額」を「１株当たり処分金額」に各々読み替えるものとする。 

さらに、割当日以降、当社が合併等を行う場合、株式の無償割り当てを行う場合、その他これらの場合に準

じた払込価額の調整を必要とする事由が生じたときには、それぞれの条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で

行使価額を調整するものとする。 

２．新株予約権を行使するためには、その割当を受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続して当社または

当社連結子会社の取締役または従業員のいずれかに在任または在職することを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死亡した場合、相続人がその権利を承継するものとする。

その他の条件については、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約

の定めるところによる。 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員ならびに連結子会社の取締役および従業員

（人数は未定） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 3,000株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成24年６月30日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

（１）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

（２）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の利益配分の基本方針は、財務体質強化のための内部留保に重点を置くと共に、安定的な配当を行うことであ

ります。 

 当社の配当原資は、当社グループの子会社からの受取配当金及び受取マネジメントフィーとなります。したがっ

て、当社から株主に対する利益還元は、当該配当原資が確保された後に行うこととなります。ソリューション事業に

おける事業拡大のための投資需要が強いため、内部留保に重点を置くこととなりますが、当社グループの財務状態、

業績動向及び配当性向等を総合的に勘案し、配当金額を決定していく方針であります。 

 なお、平成18年６月29日開催の第９回定時株主総会におきまして、四半期配当の制度導入について決議いたしまし

たが、その実行については現在鋭意検討中であります。また、同株主総会におきまして、１株当たり450円の配当と

することを決議いたしました。 

 内部留保資金につきましては、業容拡大のための設備投資、ソリューション事業における業務提携先との更なる連

携強化のための投融資、開業支援サービスのための運転資金、金融支援サービスのための運転資金などに積極的に活

用することにより、競争力の維持・強化を図ることを目指してまいります。 



４【株価の推移】 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第８期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会

の公表のものであります。 

なお、平成15年２月14日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － 190,000 
541,000 

□750,000 

1,470,000 

※1,440,000 

□ 380,000 

1,180,000 

□ 418,000 

最低（円） － 120,000 
140,000 

□300,000 

880,000 

※ 665,000 

□ 340,000 

326,000 

□ 312,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 699,000 743,000 919,000 1,180,000 
1,010,000 

 □410,000 
418,000 

最低（円） 592,000 642,000 755,000 732,000 
585,000 

 □340,000 
312,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役社長 

（代表取締役） 
 齋藤 真織 昭和41年10月７日生 

平成12年６月 当社 取締役経営企画室長 

平成12年11月 工事ドットネット株式会社 

(現:株式会社アントレプレナー) 

 取締役（現任） 

平成13年８月 当社 常務取締役 経営企画室長 

平成15年４月 当社 取締役副社長 経営企画室長 

平成16年６月 当社 代表取締役副社長 

株式会社テレウェイヴリンクス 

代表取締役副社長 

平成16年11月 株式会社ウェブ・ワークス 

取締役（現任） 

平成17年２月 株式会社アイピーアンドケイ 

取締役 

平成17年３月 ロイヤルハウス株式会社 

取締役 

平成17年６月 当社 代表取締役社長（現任） 

株式会社テレウェイヴリンクス 

代表取締役社長（現任） 

株式会社アイピーアンドケイ  

代表取締役社長（現任）  

株式会社Ｅストアー 取締役（現任） 

平成17年12月 アイ・モバイル株式会社 取締役（現任）

平成18年３月 株式会社エヌシーネットワーク 

取締役（現任）  

株式会社アペックス・インターナショナル

取締役（現任） 

平成18年６月 ロイヤルハウス株式会社 

代表取締役会長（現任）  

株式会社築地魚河岸やっちゃば倶楽部 

取締役（現任） 

8,000 

取締役会長  村山 拓蔵 昭和45年１月21日生 

平成９年６月 当社 代表取締役社長 

平成12年12月 株式会社ウェブ・ワークス 設立

 取締役 

平成16年６月 株式会社テレウェイヴリンクス 

 代表取締役社長 

  株式会社アイピーアンドケイ 

 代表取締役社長 

平成17年６月 当社 代表取締役会長 

 株式会社テレウェイヴリンクス 

 代表取締役会長 

 株式会社アイピーアンドケイ 

 取締役（現任） 

平成18年６月 当社 取締役会長（現任） 

 株式会社テレウェイヴリンクス 

 取締役会長（現任） 

188,172 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役  松本 明耐 昭和52年４月18日生 

平成12年４月 株式会社デジタルネットワーク 

 （現：株式会社テレウェイヴリンクス） 

入社 

平成16年４月 株式会社テレウェイヴリンクス 

ソリューション事業部長 

平成16年11月 株式会社ウェブ・ワークス 

取締役（現任） 

平成17年３月 ロイヤルハウス株式会社 

取締役（現任） 

平成17年６月 当社 取締役（現任） 

株式会社テレウェイヴリンクス  

取締役（現任）  

 株式会社アイピーアンドケイ 

取締役(現任) 

平成17年12月 アイ・モバイル株式会社 取締役（現任）

平成18年６月 株式会社築地魚河岸やっちゃば倶楽部 

取締役（現任）  

536 

取締役 
財務 

経理部長 
滝ヶ崎 裕二 昭和45年２月９日生 

平成８年10月 監査法人トーマツ入所 

平成12年８月 野村證券株式会社入社 

平成17年４月 当社 財務経理部担当部長 

平成17年６月 当社 取締役 財務経理部部長（現任）

 株式会社テレウェイヴリンクス 

取締役（現任） 

 株式会社アントレプレナー 

取締役（現任） 

 ロイヤルハウス株式会社 

取締役（現任） 

- 

取締役  
デービット 

リーブレック  
昭和44年２月５日生 

平成２年９月 株式会社東京銀行 

(現 株式会社東京三菱UFJ銀行) 入行 

平成５年７月 プロクター・アンド・ギャンブル 

ファー・イースト・インク 入社  

平成９年11月 ブーズアレン・アンド 

ハミルトン株式会社 入社 

平成12年３月 イークロッシング株式会社  

代表取締役社長(現任) 

平成12年５月 アイ・モバイル株式会社  

 代表取締役社長(現任) 

平成18年６月 当社 取締役（現任） 

- 

取締役  若山 健彦 昭和42年３月25日生 

平成12年６月 日本電子決済企画株式会社 

 （現：イーバンク銀行株式会社） 

 代表取締役副社長 

  当社 取締役（現任） 

平成15年12月 イーバンク銀行株式会社 取締役 

平成16年５月 アセット・マネジャーズ株式会社 

取締役 

平成16年６月 アセット・インベスターズ株式会社

代表取締役社長（現任） 

平成17年３月 ロイヤルハウス株式会社 

取締役（現任） 

3,600 

 



（注）１．取締役 若山健彦氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 浜辺陽一郎、村重嘉文は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

常勤監査役  五十嵐 通明 昭和20年４月１日生 

昭和43年４月 ゼネラル石油株式会社 

 （現：東燃ゼネラル石油株式会社） 

 入社 

平成12年７月 当社 内部監査室長 

平成17年３月 ロイヤルハウス株式会社 

監査役（現任） 

平成17年６月 当社 監査役（現任） 

 株式会社テレウェイヴリンクス 

監査役（現任） 

 株式会社アイピーアンドケイ 

監査役（現任） 

 株式会社ウェブ・ワークス 

監査役（現任） 

平成17年12月 アイ・モバイル株式会社 監査役（現任）

平成18年６月 株式会社築地魚河岸やっちゃば倶楽部 

監査役（現任） 

  株式会社アペックス・インターナショナル

監査役（現任） 

222 

監査役  浜辺 陽一郎 昭和36年８月27日生 

昭和62年４月 牛島法律事務所 入所 

平成４年４月 増田・舟井・アイファート＆ミッチェル 

法律事務所（米国シカゴ） 

客員外国弁護士 

平成７年５月 高石法律事務所 入所 

平成９年10月 島崎法律事務所 入所 

平成12年７月 濱田松本法律事務所 弁護士 

平成14年12月 森・濱田松本法律事務所 弁護士（現任）

平成16年４月 早稲田大学大学院法務研究科 

（法科大学院）教授（現任） 

平成16年６月 当社 監査役（現任） 

- 

監査役  村重 嘉文 昭和19年４月27日生 

昭和43年４月 株式会社埼玉銀行 

（現 株式会社りそな銀行） 入行 

平成８年６月 株式会社あさひ銀行  

（現 株式会社りそな銀行） 取締役

平成15年４月 りそな総合研究所株式会社 

代表取締役副社長 

平成15年10月 財団法人埼玉りそな産業協力財団 

副理事長  

平成16年６月 トーヨーカネツ株式会社  

監査役（現任） 

平成18年６月 当社 監査役（現任） 

- 

計 200,530 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社のコーポレート・ガバナンスの目的は、継続的に企業価値を高めていくための環境を整えることであると

捉え、そのためには、株主の権利・利益を守り平等に保障することおよび株主以外の利害関係者の権利・利益を

尊重し円滑な関係を構築することが不可欠であると認識しております。 

 こうした目的を実現するために、当社は、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制

の確立を目指し、取締役会・監査役会制度の充実、監査役と会計監査人の連携強化を図っております。  

 上記経営体制の下、株主・投資家の皆様に迅速かつ正確な情報開示を行なうと共に、当社グループの企業価値

の最大化を目的とすることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 業務執行システム 

 取締役会は、取締役６名（うち社外取締役１名）で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行

を監督しております。 

 当社は取締役会を毎月１回定例開催し、変化する経営環境に対応し、迅速な経営の意思決定を図るため、必要

に応じ機動的に適宜、臨時取締役会を開催しております。取締役会には、監査役及び当社グループ会社取締役も

同席し、適切な経営判断がなされているかどうかについて内部牽制を図っております。 

② 業務執行の監視・監督システム（取締役、監査役、監査役会等） 

 当社は、旧商法特例法第21条の規定に基づき、平成15年６月27日開催の第６回定時株主総会終結の時をもって

旧商法特例法の大会社特例規定の適用を受け、本法に規定される監査役会を設置致しました。監査役会は、常勤

監査役１名と非常勤監査役２名の３名で構成されており、内２名が会社法第２条第16号に規定する社外監査役で

あります。各監査役は、監査役会で策定された監査方針に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席

や、業務及び財産の状況調査を通して、取締役の職務遂行を監査しております。 

 なお、当社は、当面会社法上の「委員会設置会社」には移行いたしません。これは委員会設置会社が目指す機

能は現在の監査役体制の下で実質的に果たしていると考えているためであります。 

③ 経営会議の開催 

 取締役会の下に、経営会議を設置し、当社及び当社グループの取締役が取締役会で決定した基本方針に基づ

き、経営に関する全般的重要事項を協議、決定しております。経営会議は原則毎月１回開催しております。 

④ 弁護士・監査法人等その他の第三者の状況 

 当社は、企業経営及び日常業務に関して、法律事務所と顧問契約を締結し、経営判断上の参考とするため、助

言と指導を適宜受けられる体制を設け、法務リスク管理体制の強化に努めております。 

 また、会計監査を担当する監査法人として、新日本監査法人と、商法監査及び証券取引法監査について監査契

約を結んでおります。なお、当社と同監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はありません。 

⑤ 内部統制システムの整備 

 内部統制の目的（①業務の有効性・効率性を高める。②財務報告の信頼性を確保する。③関連法規を遵守す

る。）を達成する為、「業務手順書」「決裁権限表」等の整備・見直しを定期的に行うと共に、支払伝票を始め

とする各種会計書類はライン責任部門と経理部門による二重チェック体制を採用しております。又、関連法規の

遵守を徹底する為、社内にコンプライアンス委員会等を設置し、法令順守及び社員の啓発活動を実施しておりま

す。 

 また、社内監査組織として内部監査室（２名）を設置しており、「年間監査計画」に基づき、年１回は社内の

全部門の監査を実施し上記内部統制の状況をレビューしております。当該レビュー結果については、社内マネジ

メントに報告すると共に被監査部門長宛改善指示を行い改善を図っております。 

 なお、内部監査室は、監査役及び会計監査人との連係を密にし、的確な監査を実施するよう努めております。

⑥ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は新日本監査法人に所属する浜田正継及び荒尾 泰則の２氏であ

り、独立の立場から会計に関する意見表明を受けています。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３

名、会計士補６名です。 

⑦ 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

 当社社外取締役である若山健彦氏は当社の取引先であるアセット・インベスターズ株式会社の代表取締役社長

であります。なお、当社株式を3,600株所有しております。 

 当社社外監査役である浜辺陽一郎氏は当社の取引先である森・濱田松本法律事務所の弁護士であります。 



（２）リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、当社グループ全体を対象とし、その事業規模に合わせた内部統制の整備・運用状況の検証を行うとと

もに、その内容の正確性を担保するために当社内部監査室を中心としたレビューの実施や、グループとしてリス

クの高い共通項目について統一的な監査を実施しております。 

 なお、特に重要性の高いリスク及び緊急性の高いリスクを低減・回避するためには当社グループより適任者を

招集したリスクマネジメントチームを編成し、PDCAサイクル(計画(Plan)を立て、実施(Do)し、点検・対処

(Check)を行い、適宜是正(Action)を行う)を継続的に繰り返すことでそれらのリスクの監視・コントロールを行

っております。 

（３）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。 

（注）上記には消費税等は含まれておりません。 

  

 

役員報酬：   

社内取締役に支払った報酬 74,965 千円

社外取締役に支払った報酬 3,900 千円

社内監査役に支払った報酬 3,600 千円

社外監査役に支払った報酬 8,400 千円

計 90,865 千円

  

 

監査報酬：   

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に 

定める監査証明業務に係る報酬 

18,500 千円

上記以外（投資先財務調査に係る報酬） 3,000 千円

計 21,500 千円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財

務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

（1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※１  5,277,640   5,565,907  

２．受取手形及び売掛金   1,790,925   2,534,248  

３．有価証券   115,437   115,440  

４．たな卸資産   120,305   181,437  

５．繰延税金資産   266,231   289,476  

６．未収入金   624,387   -  

７．その他   196,112   722,667  

貸倒引当金   △162,677   △237,639  

流動資産合計   8,228,364 68.7  9,171,538 42.6 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  118,914   178,286   

減価償却累計額  59,358 59,556  70,256 108,030  

(2）車両運搬具  6,008    6,008    

減価償却累計額  3,316 2,692  4,175 1,833  

(3）工具、器具及び備品  235,757   463,548   

減価償却累計額  131,918 103,838  221,950 241,597  

(4）建設仮勘定    1,438    38,061  

 (5）賃貸用建物  -    162,989    

 減価償却累計額  - -   8,058 154,930   

(6）賃貸用工具、器具及び 
  備品 

 -    41,619    

減価償却累計額  - -   2,926 38,692   

(7）賃貸用建設仮勘定   -    8,450   

有形固定資産合計   167,525 1.4  591,595 2.7 

２．無形固定資産        

(1）営業権   -   122,038  

(2）ソフトウエア   491,751   581,235  

(3）連結調整勘定   1,072,797   2,045,100  

(4）その他   4,625   4,625  

無形固定資産合計   1,569,174 13.1  2,752,999 12.8 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※２  1,245,898   7,730,769  

(2）繰延税金資産   109,669   88,253  

(3）長期未収入金   134,603   147,633  

(4）敷金・保証金   616,107   1,002,833  

(5）その他   42,899   203,528  

貸倒引当金   △131,399   △133,194  

投資その他の資産合計   2,017,779 16.8  9,039,824 41.9 

固定資産合計   3,754,479 31.3  12,384,420 57.4 

資産合計   11,982,843 100.0  21,555,958 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   748,018   833,924  

２．短期借入金 ※３  1,000,000   5,218,000  

３．1年内返済予定の 
  長期借入金 

  -   33,780  

４．未払金    466,298   640,067  

５．未払費用   241,628   392,562  

６．未払法人税等   810,257   1,224,956  

７．賞与引当金   232,706   135,937  

８．その他   324,209   525,637  

流動負債合計   3,823,118 31.9  9,004,867 41.8 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   -   31,717  

２．繰延税金負債   -   820,486  

３．役員退職慰労引当金   30,262   38,332  

４．その他   270,989   216,844  

固定負債合計   301,252 2.5  1,107,380 5.1 

負債合計   4,124,370 34.4  10,112,247 46.9 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   186,122 1.6  201,418 0.9 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  2,263,951 18.9  2,315,047 10.7 

Ⅱ 新株式申込証拠金    - -  1,974 0.0 

Ⅲ 資本剰余金   2,361,515 19.7  2,412,611 11.2 

Ⅳ 利益剰余金   3,112,079 25.9  5,377,653 25.0 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  - -  1,200,201 5.6 

Ⅵ 自己株式 ※６  △65,195 △0.5  △65,195 △0.3 

資本合計   7,672,350 64.0  11,242,292 52.2 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  11,982,843 100.0  21,555,958 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   13,175,082 100.0  20,329,718 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,177,298 31.7  6,021,292 29.6 

売上総利益   8,997,784 68.3  14,308,426 70.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  6,694,481 50.8  10,041,164 49.4 

営業利益   2,303,302 17.5  4,267,262 21.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  511   2,290   

２．受取配当金  60,675   53   

３．販売報奨金  61,337   35,159   

４．受取手数料  -   8,058   

５．消費税免税益  -   18,830   

６．連結調整勘定償却額  448   -   

７．その他  12,327 135,300 1.0 14,824 79,216 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  4,879   5,848   

２．新株発行費  21,236   3,692   

３．たな卸資産評価損  8,021   9,200   

４．持分法による投資損失  -   22,692   

５．その他  3,266 37,403 0.3 3,574 45,008 0.2 

経常利益   2,401,199 18.2  4,301,470 21.2 

Ⅵ 特別利益        

１．過年度消費税修正益  9,865   -   

２．債務免除益  -   18,279   

３．投資有価証券売却益   -   9,892   

４．子会社株式売却益  -   5,986   

５．持分変動利益  3,233 13,098 0.1 - 34,158 0.2 

Ⅶ 特別損失        

１．前期損益修正損  -     12,392     

２．固定資産除却損 ※２  1,519     8,046     

３．投資有価証券売却損   -     2,828     

４．その他 ※３  - 1,519 0.0 91,817 115,084 0.6 

税金等調整前当期純利益   2,412,778 18.3  4,220,544 20.8 

法人税、住民税及び事業税  1,150,025   1,839,463   

法人税等調整額  △123,040 1,026,984 7.8 △7,746 1,831,716 9.0 

少数株主利益(△損失）   31,436 0.2  △9,995 △0.0 

当期純利益   1,354,357 10.3  2,398,823 11.8 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   644,201  2,361,515

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．増資による新株の発行  1,716,840   51,096   

２．自己株式処分差益  474 1,717,314 - 51,096 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   2,361,515  2,412,611 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,828,855  3,112,079

Ⅱ 利益剰余金増加高      

 当期純利益  1,354,357 1,354,357 2,398,823 2,398,823 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  71,133  118,250  

２．役員賞与  - 71,133 15,000 133,250 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   3,112,079  5,377,653 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  2,412,778 4,220,544 

減価償却費  137,713 276,303 

連結調整勘定償却額  △448 163,617 

貸倒引当金の増加額  16,876 76,707 

賞与引当金の増加額（△減少額）  174,749 △96,768 

役員退職慰労引当金の増加額  - 8,070 

新株発行費  21,236 3,692 

受取利息及び受取配当金  △61,186 △2,344 

支払利息  4,879 5,848 

持分法による投資損失  - 22,692 

子会社株式売却益   - △5,986 

投資有価証券売却益   - △9,892 

債務免除益   - △18,279 

投資有価証券売却損   - 2,828 

固定資産除却損  1,519 6,535 

持分変動利益  △3,233 - 

売上債権の減少額（△増加額）  350,888 △749,632 

たな卸資産の増加額  △37,455 △51,211 

未収入金の減少額（△増加額）    △587,885 593,422 

賃貸用有形固定資産の取得による支出  - △213,058 

賃貸用長期前払費用の支出   - △50,185 

賃貸用敷金及び保証金の取得による支出   - △82,593 

仕入債務の増加額（△減少額）   △90,511 87,486 

未払金の増加額  143,953 143,511 

未払費用の増加額  69,508 148,584 

長期前受金の減少額  △49,228 △53,456 

長期未払費用の減少額  △3,638 - 

役員賞与の支払額  - △15,000 

その他  △3,724 △19,135 

小計  2,496,791 4,392,302 

利息及び配当金の受取額  60,909 10,026 

利息の支払額  △5,283 △5,959 

法人税等の支払額  △675,024 △1,661,606 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,877,393 2,734,763 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △152,557 - 

定期預金の払戻による収入  100,000 170,170 

有価証券の取得による支出   - △356,101 

有形固定資産の取得による支出  △46,083 △305,189 

無形固定資産の取得による支出  △251,947 △271,610 

投資有価証券の取得による支出  △1,141,784 △2,213,114 

投資有価証券の売却による収入   - 5,900 

敷金及び保証金の差入による支出  △209,521 △449,076 

敷金及び保証金の返還による収入  35,635 72,620 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による支出 

※２ △1,231,207 △1,082,743 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
売却による支出  

  - △6,305 

子会社株式取得による支出  △6,000 - 

関連会社株式取得による支出   - △1,892,137 

貸付による支出  △800 △4,500 

貸付金の回収による収入  4,789 1,630 

その他  △29,382 △55,288 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,928,859 △6,385,745 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入による収入  2,900,000 5,855,000 

短期借入金の返済による支出  △2,000,000 △1,612,000 

長期借入金の返済による支出   - △16,890 

少数株主からの払込による収入  12,000 - 

自己株式の取得による支出  △39,301 - 

自己株式の売却による収入  1,795 - 

株式の発行による収入  3,412,443 98,499 

社債の償還による支出   - △100,000 

配当金の支払額  △70,862 △117,163 

その他   △619 2,804 

財務活動によるキャッシュ・フロー  4,215,455 4,110,250 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  3,163,990 459,267 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,737,130 4,901,120 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 4,901,120 5,360,388 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  以下の子会社６社を連結の範囲に含

めております。 

 以下の子会社７社を連結の範囲に

含めております。 

 連結子会社の名称 

株式会社テレウェイヴリンクス 

ロイヤルハウス株式会社 

株式会社アイピーアンドケイ 

株式会社ウェブ・ワークス 

株式会社アントレプレナー 

株式会社リアル・インストラクショ

ン 

連結子会社の名称 

株式会社テレウェイヴリンクス 

株式会社ウェブ・ワークス 

株式会社アントレプレナー 

株式会社アイピーアンドケイ 

ロイヤルハウス株式会社 

アイ・モバイル株式会社 

イークロッシング株式会社 

  上記のうち、株式会社アイピーアン

ドケイ及び株式会社リアル・インスト

ラクションにつきましては、当連結会

計年度において新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。 

 また、ロイヤルハウス株式会社につ

きましては、当連結会計年度におい

て、同社株式のすべてを取得したた

め、連結の範囲に含めております。 

 上記のうち、アイ・モバイル株式

会社及びイークロッシング株式会社

につきましては、当連結会計年度に

おいて、同社株式のすべてを取得し

たため、連結の範囲に含めておりま

す。 

 また、株式会社リアル・インスト

ラクションにつきましては、当連結

会計年度において、すべての株式を

譲渡したため、連結の範囲から除外

しております。なお、連結財務諸表

作成にあたっては、平成17年10月１

日をみなし売却日としております。  

２．持分法の適用に関する事項  以下の関連会社１社につき、持分法

を適用しております。 

 以下の関連会社２社につき、持分

法を適用しております。 

 持分法適用の関連会社の名称 

株式会社Ｅストアー 

持分法適用の関連会社の名称 

株式会社Ｅストアー 

株式会社エヌシーネットワーク 

  株式会社Ｅストアーは、株式の追加

取得（平成17年３月18日までに当社が

同社の株式20％を取得いたしました）

により、当連結会計年度末より持分法

適用の関連会社となっております。 

 株式会社エヌシーネットワーク

は、平成18年３月27日までに当社が

同社の株式19.0％を取得し、実質的

に影響力があるために、当連結会計

年度末より持分法適用の関連会社と

なっております。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

 同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

イ 有価証券 

  売買目的有価証券 

   ────── 

  

  その他有価証券 

時価のあるもの  

   ────── 

イ 有価証券 

  売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

    その他有価証券 

時価のあるもの  

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

  時価のないもの  

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの  

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 なお、証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされる投資

事業組合等への出資持分について

は、最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

 ロ たな卸資産 

商 品：移動平均法による原価法 

原材料：移動平均法による原価法 

仕掛品：個別法による原価法 

貯蔵品：最終仕入原価法に基づく原価

法 

ロ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

  

 定率法（ただし、建物（付属設備を

除く）については定額法）によってお

ります。 

イ 有形固定資産 

 （イ）自社利用資産 

    定率法（ただし、建物（付属設備 

  を除く）については定額法）によっ 

  ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

     なお、主な耐用年数は以下のと 

   おりであります。 

 建物及び構築物   ３年～18年 

車両運搬具        ６年 

工具、器具及び備品 ３年～10年 

    建物及び構築物   ３年～18年 

    車両運搬具        ６年 

    工具、器具及び備品 ３年～10年 

    （ロ）賃貸用資産 

    定額法を採用しております。 

       なお、耐用年数は開業支援サー 

   ビスに伴う出店契約期間によって 

   おり、以下のとおりであります。 

      建物           ６年 

    工具、器具及び備品    ６年 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ロ 無形固定資産 

 無形固定資産に計上している自社利

用のソフトウエアについては社内にお

ける見込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法で償却しております。  

 市場販売目的のソフトウエアについ

ては、見込販売数量に基づく償却額と

残存見込販売有効期間（３年以内）に

基づく均等償却額とのいずれか大きい

金額を計上する方法によっておりま

す。 

ロ 無形固定資産 

 営業権については、５年均等償却

しております。 

 自社利用のソフトウエアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法で償却して

おります。 

 市場販売目的のソフトウエアにつ

いては、見込販売数量に基づく償却

額と残存見込販売有効期間（３年以

内）に基づく均等償却額とのいずれ

か大きい金額を計上する方法によっ

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えて、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えて、賞与

支給見込額のうち当連結会計年度負担

額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

 ハ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

連結子会社の一部は、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

イ 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に 

関する事項 

 連結調整勘定の償却については、発

生時以降５年または10年で均等償却し

ております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分等について、連結会計年度中に

確定した利益処分等に基づいて作成し

ております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

─────── 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより損益に与える影響はありませ

ん。  



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表関係） （連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「未収入金」（前連結会計年

度 18,773千円）につきましては、資産の総額の100分

の５を超えたため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました

「未収入金」（当連結会計年度末27,265千円）につき

ましては、資産の総額の100分の５以下となったた

め、当連結会計年度より流動資産の「その他」に含め

て表示することにしました。 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました

「長期未払費用」（当連結会計年度末 61,650千円）

及び「長期前受金」（当連結会計年度末 79,489千

円）につきましては、重要性が低くなったため、当連

結会計年度より固定負債の「その他」に含めて表示す

ることにしました。 

  

（連結損益計算書関係） （連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました

「受取手数料」（当連結会計年度 3,217千円）につき

ましては、重要性が低くなったため、当連結会計年度

より営業外収益の「その他」に含めて表示することに

しました。 

 前連結会計年度において、営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりました「受取手数料」（前連結

会計年度3,217千円）及び「消費税免税益」（前連結

会計年度1,921千円）につきましては、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より

区分掲記しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前連結会計年度において営業キャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しておりました「未収入金の

増加額」（前連結会計年度 △7,193千円）は、金額的

重要性が増したため区分掲記しております。 

前連結会計年度において営業キャッシュ・フローに

区分掲記しておりました「長期未払費用の減少額」

（当連結会計年度325千円）は、金額的重要性が低く

なったため、当連結会計年度より営業キャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

定期預金 181,772千円 定期預金 181,772千円 

 上記預金のうち、70,000千円については東日本

電信電話株式会社へ、50,000千円については西日

本電信電話株式会社へ、23,772千円についてはオ

リックス株式会社へ、20,000千円についてはサク

サビジネスシステム株式会社へ、10,000千円につ

いてはシャープドキュメントシステム株式会社

へ、8,000千円についてはダイワボウ情報システム

株式会社へ営業保証金として預託しております。 

 上記預金のうち、70,000千円については東日本

電信電話株式会社へ、50,000千円については西日

本電信電話株式会社へ、23,772千円についてはオ

リックス株式会社へ、20,000千円についてはサク

サビジネスシステム株式会社へ、10,000千円につ

いてはシャープドキュメントシステム株式会社

へ、8,000千円についてはダイワボウ情報システム

株式会社へ営業保証金として預託しております。 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式） 1,240,433千円 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式） 3,104,149千円 

※３ 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントライン契約を締結しております。  

 当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸

出コミットメントラインに係る借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

  

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントラインの総額 

1,000,000千円 

借入実行額 1,000,000千円 

差引額 -千円 

※３ 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 

 当社及び一部の連結子会社においては、運転資

金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当

座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約を

締結しております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸

出コミットメントラインに係る借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントラインの総額 

6,400,000千円 

借入実行額 5,200,000千円 

差引額 1,200,000千円 

 ４ 債務保証 

 東京リース株式会社との業務提携契約に従い、連

結子会社の販売商品に係る東京リース株式会社のリ

ース契約先16件に対する未経過リース料総額21,175

千円の債務保証を行っております。 

 ４ 債務保証 

 東京リース株式会社との業務提携契約に従い、連

結子会社の販売商品に係る東京リース株式会社のリ

ース契約先28件に対する未経過リース料総額42,370

千円の債務保証を行っております。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式59,218.5

株であります。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式477,924株

であります。 

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

93.5株であります。 

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式748

株であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

従業員給料手当 2,927,997千円 

地代家賃 366,929 

旅費交通費 465,954 

支払手数料 42,006 

通信費 228,035 

採用費 173,290 

販売促進費 215,785 

解約負担金 171,822 

外部委託費 336,069 

広告宣伝費 80,289 

貸倒引当金繰入額 135,371 

賞与引当金繰入額 232,706 

   

前連結会計年度まで「従業員給料手当」に含

めて表示しておりました雑給（前連結会計年度

715,650千円）につきましては、当連結会計年度

より「雑給」として表示しております。  

従業員給料手当 3,499,914千円 

賞与  348,708 

雑給 770,664 

旅費交通費  699,805 

地代家賃 575,151 

法定福利費 511,655 

貸倒引当金繰入額 128,591 

賞与引当金繰入額 118,632 

役員退職慰労引当金繰入額  8,070 

   

※２ 固定資産除却損は、建物及び構築物1,354千円、工

具、器具及び備品165千円であります。 

※２ 固定資産除却損は、建物及び構築物5,427千円、 

工具、器具及び備品788千円、ソフトウエア319千円、

撤去費用1,510千円であります。 

※３        ────── ※３ 特別損失の「その他」の内容は、連結子会社が役

員及び従業員に付与していた新株予約権を当該連結

子会社が買取ったことに伴う支出91,817千円であり

ます。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 5,277,640千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △371,942 

別段預金 △4,577 

現金及び現金同等物 4,901,120 

現金及び預金勘定 5,565,907千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △201,772 

別段預金 △3,747 

現金及び現金同等物 5,360,388 

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たにロイヤルハウス株式会社

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びにロイヤルハウス株式会社の取得価額とロ

イヤルハウス株式会社取得のための支出（純額）と

の関係は次のとおりであります。 

  

  

流動資産 957,163千円 

固定資産 151,339 

連結調整勘定 1,074,685 

流動負債 △209,353 

固定負債 △165,635 

ロイヤルハウス株式会社の取得価額 1,808,200 

ロイヤルハウス株式会社現金及び現

金同等物 
576,992

 

差引：ロイヤルハウス株式会社取得

のための支出 
1,231,207

 

   株式の取得により新たにイークロッシング株式会

社及びアイ・モバイル株式会社を連結したことに伴

う連結開始時の資産及び負債の内訳並びにイークロ

ッシング株式会社及びアイ・モバイル株式会社の取

得価額とイークロッシング株式会社及びアイ・モバ

イル株式会社取得のための支出（純額）との関係は

次の通りであります。 

流動資産 217,649千円 

固定資産 161,782 

連結調整勘定 1,135,921 

流動負債 △115,307 

固定負債 △182,572 

新規連結子会社の取得価額 1,217,473 

新規連結子会社の現金及び現金同等物 134,729 

差引：新規連結子会社取得のための支

出 
1,082,743

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が無

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

 ソフトウエア 38,340 2,556 35,784 

合計 38,340 2,556 35,784 

同左 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

 ソフトウエア 38,340 10,224 28,116 

合計 38,340 10,224 28,116 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が無形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

１年内  7,668千円 

１年超 28,116  

 合計 35,784  

同左 

１年内  7,668千円 

１年超 20,448  

合計  28,116  

（３）支払リース料、減価償却費相当額 （３）支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料 2,556千円 

 減価償却費相当額 2,556  

 支払リース料 7,668千円 

 減価償却費相当額 7,668  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  ──────  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の注記は省略しております。  



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額  

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額  

４．当連結会計年度中の保有目的の変更（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度中に売買目的として取得、保有していた有価証券について、運用方針を見直したことによ

り、その他有価証券へ保有目的を変更しております。その結果、流動資産が378,440千円減少、固定資産が同額

増加し、期末において、その他有価証券評価差額金が△22,050千円計上されております。また、売買目的有価

証券として処理した場合と比較して営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が37,185千円増加してお

ります。 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式  5,465 

その他 115,437 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 191,346 2,512,595 2,321,248 

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
- - - 

② 社債 - - - 

③ その他 - - - 

(3）その他 - - - 

小計 191,346 2,512,595 2,321,248 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 1,670,769 1,380,005 △290,764 

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
- - - 

② 社債 - - - 

③ その他 - - - 

(3）その他 - - - 

小計 1,670,769 1,380,005 △290,764 

合計 1,862,115 3,892,600 2,030,484 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

23,268 9,892 2,828 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式  434,020 

投資事業組合等出資金 300,000 

その他 115,440 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

  

 当社グループのうち、一部の連結子会社につきましては、退職共済制度に加入しております。 

 当連結会計年度末における積立額は、8,070千円であり、過去勤務債務は生じておりません。 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

   当社の従業員については確定拠出年金制度、一部の連結子会社の従業員については確定拠出年金制度及び特定退

職金共済制度を採用しております。当連結会計年度の確定拠出型年金への掛金支払額は、退職給付費用に計上して

おります。 

２．退職給付費用の内訳 

 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

確定拠出型年金制度に係る拠出額（千円） 6,323 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産（△負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  （単位：千円）

 前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超過額 108,743 148,546 

賞与引当金否認額 99,003 56,753 

棚卸資産評価損否認額 - 4,079 

未払ホスティング費用否認額 34,016 18,405 

役員退職慰労引当金否認額 12,679 16,061 

減価償却費損金算入限度超過額 23,267 19,585 

未払事業税否認額 71,776 115,828 

繰越欠損金 13,188 27,951 

未払費用否認額 - 6,430 

連結会社間内部利益消去 335 - 

その他 25,510 35,555 

繰延税金資産小計 388,521 449,197 

評価性引当額 △11,487 △65,549 

繰延税金資産合計 377,033 383,648 

繰延税金負債   

未払事業税否認額 △1,132 - 

その他有価証券評価差額金 - △826,405 

繰延税金負債合計 △1,132 △826,405 

繰延税金資産（△負債）の純額 375,901 △442,757 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

流動資産－繰延税金資産 266,231 289,476 

固定資産－繰延税金資産 109,669 88,253 

固定負債－繰延税金負債  - △820,486 

  （単位：％）

 前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

法定実効税率 40.5 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9 0.6 

住民税均等割額 0.2 0.1 

特別税額控除  - △0.5 

連結調整勘定償却額  - 1.6 

欠損子会社の未認識税務利益等 0.2 - 

修正申告による過年度法人税等 0.2 - 

子会社株式売却益  - △0.2 

評価性引当額の増減  - △0.1 

親会社との実効税率差による差額  - 1.3 

その他 0.6 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.6 43.4 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主要な商材 

（注）平成17年３月15日に子会社としたロイヤルハウス株式会社は、「その他事業」としております。 

当連結会計年度における事業別セグメントの売上高及び営業損益に与える影響はありません。  

３．営業費用のうち配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,760,166千円であり、その主なものは余剰運用

資金（現金及び預金）であります。 

 
ソリュー 
ション事業 
（千円） 

情報通信 
機器事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 7,536,451 5,638,631 - 13,175,082 - 13,175,082 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
- - - - （-） - 

 計 7,536,451 5,638,631 - 13,175,082 （-） 13,175,082 

営業費用 6,010,800 4,860,979 - 10,871,779 - 10,871,779 

営業利益 1,525,651 777,651 - 2,303,302 - 2,303,302 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
      

資産 2,837,308 1,202,180 2,183,188 6,222,676 5,760,166 11,982,843 

減価償却費 104,654 33,059 - 137,713 - 137,713 

資本的支出 303,895 67,268 - 371,164 - 371,164 

事業区分 主要商材 

ソリューション事業 

あきない繁盛 Executive、Reform executive、グルメブランチ、築地 桜、

築地 松、Medical Executive、マイキッズパーク、Beauty executive、Tel

ewavelinks Standard、SAMURAI Executive、工事ドットネット及びその他

のサーバーホスティング 

情報通信機器事業 ビジネスフォン、複合機、ＩＰ電話 

その他事業 新築戸建住宅フランチャイズ事業等 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主要な事業内容 

（注）前連結会計年度まで各区分に属する主要な商材を記載しておりましたが、当連結会計年度より各区

分の主要な事業内容を記載しております。 

３．営業費用のうち配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,342,438千円であり、その主なものは余剰運用

資金（現金及び預金）であります。 

５．平成17年３月に子会社と致しましたロイヤルハウス株式会社は、前連結会計年度末に連結の範囲に含めたた

め「その他事業」としておりましたが、当連結会計年度より、ソリューション事業の工務店及び工事業者向

けサービスとの連携を深め、共同で事業を展開をしていることから、ロイヤルハウス株式会社の事業の種類

は、「ソリューション事業」としております。 

 なお、前連結会計年度において当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報

は、次のとおりであります。 

 
ソリュー 
ション事業 
（千円） 

情報通信 
機器事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 14,117,991 6,211,726 20,329,718 - 20,329,718 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
- - - （-) - 

 計 14,117,991 6,211,726 20,329,718 (-) 20,329,718 

営業費用 10,687,152 5,375,303 16,062,456 - 16,062,456 

営業利益 3,430,839 836,422 4,267,262 - 4,267,262 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 15,958,613 1,254,906 17,213,520 4,342,438 21,555,958 

減価償却費 248,436 27,867 276,303 - 276,303 

資本的支出 720,805 66,790 787,595 - 787,595 

事業区分 主要な事業内容 

ソリューション事業 

小売業向けソリューション、工務店及び工事会社向けソリューション、医

療機関向けソリューション、飲食業・仲卸業向けソリューション、教育業

向けソリューション、美容業向けソリューション、士業向けソリューショ

ン、製造業向けソリューション、ロイヤルハウス、工事ドットネット等 

情報通信機器事業 ビジネスフォン、複合機等の販売 



    前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支

店がないため、該当事項はありません。 

 
ソリュー 
ション事業 
（千円） 

情報通信 
機器事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 7,536,451 5,638,631 13,175,082 - 13,175,082 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
- - - （-） - 

 計 7,536,451 5,638,631 13,175,082 （-） 13,175,082 

営業費用 6,010,800 4,860,979 10,871,779 - 10,871,779 

営業利益 1,525,651 777,651 2,303,302 - 2,303,302 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 5,020,496 1,202,180 6,222,676 5,760,166 11,982,843 

減価償却費 104,654 33,059 137,713 - 137,713 

資本的支出 303,895 67,268 371,164 - 371,164 



【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 129,511.22円

１株当たり当期純利益金額 23,472.38円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 23,044.30円

１株当たり純資産額 23,534.96円

１株当たり当期純利益金額 5,026.55円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 4,923.59円

  当社は、平成17年５月20日付で株式１株に対し４株の

株式分割を、平成18年３月１日付で株式１株に対し２株

の株式分割を行っております。当該株式の分割が前期首

に行われていたと仮定した場合の前連結会計年度におけ

る１株当たり情報については、以下のとおりとなりま

す。 

 １株当たり純資産額 16,188.90円

１株当たり当期純利益金額 2,934.05円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 2,880.54円

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,354,357 2,398,823 

普通株主に帰属しない金額（千円） 15,000 10,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (15,000) (10,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,339,357 2,388,823 

期中平均株式数（株） 57,061 475,241 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） - △102 

（子会社の新株予約権） (-) (△102) 

普通株式増加数（株） 1,060 9,917 

（うち新株予約権） (1,060) (9,917) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権     １種類 

（新株予約権の数  916個） 

なお、新株予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況 １．株式の

状況 （２）新株予約権等の状況 

平成16年６月29日定時株主総会決

議」に記載のとおりであります。  

 ①当社の新株予約権    １種類 

（新株予約権の数 1,119個） 

なお、新株予約権の概要は、「第４ 提

出会社の状況 １．株式の状況 （２）

新株予約権の状況 平成17年６月29日定

時株主総会決議（平成18年１月27日取締

役会決議）」に記載のとおりでありま

す。 

 ②連結子会社の新株予約権 １種類 

（新株予約権の数   14個） 

 ③持分法適用関連会社の新株予約権 

              ３種類 

（新株予約権の数   63個） 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （株式分割）   

  平成17年２月25日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株を発行しております。 
──────  

１．株式分割の目的 

  当社株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図るこ

とを目的とするものであります。  

  

２．株式分割の概要 

  平成17年５月20日付をもって普通株式１株を４株の割

合をもって分割する。  

  

 （１）分割により増加する株式数 

    普通株式         177,655.5株 
  

 （２）分割方法 

 平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主及び端株原簿に記載

または記録された端株株主の所有株式数を１株につ

き４株の割合をもって分割する。 

  

 （３）配当起算日 

    平成17年４月１日 
  

３．１株当たり情報に及ぼす影響 

前連結会計年度  当連結会計年度  

１株当たり純資産  

 13,745円37銭 

１株当たり純資産  

32,377円80銭 

１株当たり当期純利益金額 

  3,692円77銭 

１株当たり当期純利益金額

 5,868円10銭 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額  

  3,632円49銭  

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額  

 5,761円07銭  

  

（ストックオプション制度の導入）   

 平成17年６月29日開催の当社定時株主総会において、

「株主以外のものに対して特に有利な条件をもって新株

予約権を発行する件」（ストックオプション付与の件）

を決議いたしました。 

 ──────  

(1）新株予約権の割当対象者 

当社および当社連結子会社の取締役、監査役および

従業員 

  

  

(2）新株予約権の目的たる株式の種類および数 

 当社普通株式8,000株を上限とする。 

  

  

(3）発行する新株予約権の総数 

 8,000個を上限とする。 

  

  

(4）新株予約権の発行価額 

 無償とする。 

  

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権の目的たる株式１株当たりの払込みすべ

き金額（以下「払込価額」という）は、新株予約権を

発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く）における株式会社ジャスダック証券取引

所が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終

価格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金額

が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価格が

ない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回

る場合は、新株予約権発行日の日の最終価格を払い込

み金額とする。 

 なお、発行日以降、当社は株式分割又は株式併合を

行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

  

調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額 
× 

1 

分割・併合の比率 

 

 また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社

普通株式につき、新株式を発行または自己株式の処分

を行う場合（新株予約権の行使による場合を除く。）

は、次の算式により調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

  

    既発行

株式数 
＋

新規発行

株式数 
× 
１株当たり

払込価額 

調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数

 

 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発

行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払

込価額」を「１株当たり処分金額」に各々読み替える

ものとする。 

 さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併また

は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じた

払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ

たときには、資本の減少、合併または会社分割の条件

等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込価額を調整する

ものとする。 

  

  

(6）新株予約権の権利行使期間 

平成19年７月１日から平成23年６月30日まで 

  

  

(7）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権を行使するためには、その割当を受け

た時から権利行使時に至るまでの間、継続して当社

または当社連結子会社の取締役、監査役または従業

員のいずれかに在任または在職することを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職、その他取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。 

  

  

② 新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に

死亡した場合、相続人がその権利を承継するものと

する。 

  

③ その他の条件については、新株予約権の発行を決

議する取締役会において定める。 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(8）新株予約権の消却事由および条件   

① 当社が消滅会社となる合併契約書が当社株主総会

で承認された場合、または当社が完全子会社となる

株式交換契約書承認の議案ならびに株式移転の議案

につき当社株主総会で承認された場合には、当社は

新株予約権を無償で消却することができる。 

  

② 新株予約権者が退職または退任した場合、当社は

当該新株予約権を無償で消却することができる。 

  

③ 新株予約権者が権利を行使する前に、新株予約権

の行使の条件に定める規定により、権利を行使する

条件に該当しなくなった場合には、当該新株予約権

は無償で消却することができる。 

  

④ 当社は、いつでも当社が取得し保有する未行使の

新株予約権を、無償にて消却することができるもの

とする。 

  

(9）新株予約権の譲渡制限   

 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を

要する。 

  

  

────── 

（株式会社アペックス・インターナショナルの株式取得

（子会社化）） 

 当社は平成18年３月13日開催の取締役会において、株

式会社アペックス・インターナショナルの株式を取得

し、子会社とすることを決議し、平成18年４月26日付で

子会社と致しました。 

１．株式取得の理由 

 食材の仕入に関する優れた事業ノウハウとロイヤリテ

ィの高い会員組織を有する同社が当社グループに加わる

ことは、当社グループにとりましても新たなサービスの

拡充となります。 

２．株式会社アペックス・インターナショナルの概要 

（平成18年３月31日現在） 

(a)商号 株式会社アペックス・インタ

ーナショナル（注） 

(b)代表者  代表取締役 西尾 匠史 

(c)所在地  東京都足立区日ノ出町27番４

－409号（注） 

(d)設立年月  平成２年７月 

(e)主な事業内容  ・食材の個人向け宅配事業及

び情報提供 

・事業者向け納め業務 

・ギフト関連業務 

・ゴルフコンサルタント事業 

(f)資本金  50,000千円 

(g)発行済株式数  1,000株 

  （注）平成18年６月に商号を「株式会社築地魚河岸や

っちゃば倶楽部」に変更し、所在地を東京都中

央区築地四丁目７番３号に移転しております。 

なお、株式会社アペックス・インターナショナ

ルは、平成18年３月にゴルフ会員権の販売等を

主要な事業内容とする子会社「株式会社アペッ

クス・インターナショナル」を設立しておりま

す。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ３.株式譲受の概要 

(d)異動前後の所有株式数の状況 

(a)株式取得数 

  （議決権） 

 1,000株 

(100.0％） 

(b)取得日 平成18年４月26日  

(c)取得金額 480,000千円 

  所有株式数  議決権比率  

異動前 -株  -％  

異動後 1,000株  100.0％  

  

────── 

（新株式発行） 

 平成18年４月19日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、平成18年５月15日を払込期日とする公募増資(一般

募集)を行いました。 

１．公募による新株式発行 

（１）発行新株式 

普通株式 31,000株 

（２）発行価額 

１株につき299,000円  

（３）発行価額の総額 

9,269,000千円  

（４）発行価額の総額のうち資本へ組み入れない額 

4,634,500千円 

（５）新株式の配当起算日 

平成18年４月１日 

（６）資金の使途 

設備投資、投融資、短期借入金返済、ソリューシ

ョン事業における開業支援サービス及び金融支援

サービスのための運転資金に充当する予定であり

ます。 

なお、当社は新株式発行並びにオーバーアロット

メントによる株式売出しに関連し、平成18年４月

19日開催の取締役会決議に基づき、平成18年６月

13日を払込期日とする第三者割当増資を行いまし

た。 

２．第三者割当による新株式発行 

（１）発行新株式 

普通株式 4,650株 

（２）発行価額 

１株につき299,000円  

（３）発行価額の総額 

1,390,350千円  

（４）発行価額の総額のうち資本へ組み入れない額 

  695,175千円  

（５）新株式の配当起算日 

平成18年４月１日 

（６）資金の使途 

設備投資、投融資、短期借入金返済、ソリューシ

ョン事業における開業支援サービス及び金融支援

サービスのための運転資金に充当する予定であり

ます。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   （取締役に対するストックオプション制度の導入）  

────── 平成18年６月29日開催の当社定時株主総会において、

「取締役に対しストックオプションとして割り当てる新

株予約権に関する報酬等の額および内容の決定の件」を

決議致しました。 

 会社法第361条第１項第３号に規定される報酬等のう

ち金銭でないものである新株予約権に関する報酬等の額

として各事業年度に係る定時株主総会開催日の翌日以降

１年間において年額200百万円以内で、下記の内容のと

おり新株予約権を割り当てるものであります。 

  

  

（１）新株予約権の割当対象者 

当社の取締役 

  

  

（２）各事業年度に係る定時株主総会開催日の翌日以降１

年間に割り当てる新株予約権の目的たる株式の種類

および数 

当社普通株式1,000株を上限とする。 

  

  

（３）各事業年度に係る定時株主総会開催日の翌日以降１

年間に割り当てる新株予約権の数の上限 

1,000個を上限とする。 

  

  

（４）新株予約権の発行価額  

無償とする。 

  

  

  

（５）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭

とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」とい

う）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた

価額とする。行使価額は、新株予約権を割り当てる

日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を

除く）における株式会社ジャスダック証券取引所が

公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価

格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金

額が新株予約権を割り当てる日の最終価格（当日に

最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終

価格）を下回る場合は、新株予約権を割り当てる日

の最終価格を払い込み金額とする。 

 なお、割当日以降、当社が株式分割又は株式併合

を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
× 

1 

分割・併合の比率 

  また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当

社普通株式につき、新株式を発行または自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使による場合を除

く。）は、次の算式により調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 
 

    既発行

株式数
＋ 

新規発行

株式数 
× 
１株当たり

払込価額 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額
×

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

 上記算式において、「既発行株式数」とは当社

の発行済普通株式数から当社が保有する自己株式

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合

には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」、「１株当たり払込価額」を「１株当たり処

分金額」に各々読み替えるものとする。 

 さらに、割当日以降、当社が合併等を行う場

合、株式の無償割り当てを行う場合、その他これ

らの場合に準じた払込価額の調整を必要とする事

由が生じたときには、それぞれの条件等を勘案の

うえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものと

する。 

  

  

（６）新株予約権を行使することができる期間 

平成20年７月１日から平成24年６月30日まで 

  

  

（７）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権を行使するためには、その割当てを

受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続し

て当社または当社連結子会社の取締役または従業

員のいずれかに在任または在職することを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職、そ

の他取締役会が正当な理由があると認めた場合は

この限りではない。 

  ② 新株予約権の割当てを受けた者が上記（６）の

新株予約権を行使することができる期間中に死亡

した場合、相続人がその権利を承継するものとす

る。 

  ③ その他の条件については、取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権者との間で締結する新株予約

権割当契約の定めるところによる。 

  （８）譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社

取締役会の承認を要する。 

  （９）その他 

   その他割り当てる新株予約権の内容、募集事項、

および細目については当社取締役会の決議によりこ

れを定める。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
 （当社従業員ならびに当社連結子会社の取締役および

従業員に対するストックオプションの件）  

 ──────  平成17年６月29日開催の当社定時株主総会において、

「当社従業員ならびに当社連結子会社の取締役および従

業員に対しストックオプションとして発行する新株予約

権の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件」を決

議致しました。 

  

  

（１）新株予約権の割当対象者 

 当社従業員ならびに当社子会社の取締役および従

業員 

  

  

（２）新株予約権の目的たる株式の種類および数 

 当社普通株式3,000株を上限とする。 

  

  

（３）発行する新株予約権の総数 

 3,000個を上限とする。  

  

  

（４）新株予約権の発行価額 

 無償とする。  

  （５）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭

とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」とい

う）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた

価額とする。行使価額は、新株予約権を割り当てる

日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を

除く）における株式会社ジャスダック証券取引所が

公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価

格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金

額が新株予約権を割り当てる日の最終価格（当日に

最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終

価格）を下回る場合は、新株予約権を割り当てる日

の最終価格を払い込み金額とする。 
  なお、割当日以降、当社が株式分割又は株式併合

を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。  
 調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額 
× 

1 

分割・併合の比率 

   また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当

社普通株式につき、新株式を発行または自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使による場合を除

く。）は、次の算式により調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 
 

    既発行

株式数
＋ 

新規発行

株式数 
× 
１株当たり

払込価額 

調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額
×

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数
  上記算式において、「既発行株式数」とは当社の

発行済普通株式数から当社が保有する自己株式数を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、

「１株当たり払込価額」を「１株当たり処分金額」

に各々読み替えるものとする。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  さらに、割当日以降、当社が合併等を行う場

合、株式の無償割り当てを行う場合、その他これ

らの場合に準じた払込価額の調整を必要とする事

由が生じたときには、それぞれの条件等を勘案の

うえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものと

する。 
 （６）新株予約権の権利行使期間 

 平成20年７月１日から平成24年６月30日まで 
 （７）新株予約権の行使の条件 
 ① 新株予約権を行使するためには、その割当てを

受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続し

て当社または当社連結子会社の取締役または従業

員のいずれかに在任または在職することを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職、そ

の他取締役会が正当な理由があると認めた場合は

この限りではない。 

  ② 新株予約権の割当てを受けた者が上記（６）の

新株予約権を行使することができる期間中に死亡

した場合、相続人がその権利を承継するものとす

る。 

  ③ その他の条件については、取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権者との間で締結する新株予約

権割当契約の定めるところによる。 

  （８）譲渡による新株予約権の取得の制限 

   譲渡による新株予約権の取得については、当社

取締役会の承認を要する。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

    ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

      ります。 

（2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,000,000 5,218,000 0.57 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 - 33,780 1.87 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く。） 
- 31,717 2.04 平成19年～平成21年 

その他の有利子負債 - - - ― 

計 1,000,000 5,283,497  - ― 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

 長期借入金 22,174 9,543 - - 



２【財務諸表等】 

（1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        
Ⅰ 流動資産        
１．現金及び預金   2,606,854   1,490,997  
２．売掛金 ※１  105,064   1,829  
３．前払費用   24,117   64,489  
４．繰延税金資産   15,266   11,633  
５．短期貸付金 ※１  50,000   241,817  
６．未収入金 ※１  15,723   540,849  
７．未収還付法人税等   86,878   334,666  
８．その他 ※１  13,553   16,900  
流動資産合計   2,917,458 42.8  2,703,184 18.3 

Ⅱ 固定資産        
１．有形固定資産        
(1）建物  45,325   78,485   

減価償却累計額  16,237 29,088  23,178 55,306  
(2）工具、器具及び備品  44,676   102,038   

減価償却累計額  27,785 16,890  46,607 55,431  
(3）建設仮勘定   182   26,688  
有形固定資産合計   46,161 0.7  137,426 0.9 

２．無形固定資産        
(1）営業権   -   122,038  
(2）ソフトウエア   285,591   298,494  
(3）施設利用権   2,648   2,648  
無形固定資産合計   288,240 4.2  423,181 2.9 

３．投資その他の資産        
(1）投資有価証券   2,431   4,606,340  
(2）関係会社株式   3,296,218   6,405,828  
(3）長期貸付金   800   1,020  
(4）長期未収入金   14,541   14,541  
(5）長期前払費用   -   579  
(6）敷金・保証金   259,002   496,249  
(7）その他   7,381   9,249  
貸倒引当金   △14,541   △14,541  
投資その他の資産合計   3,565,833 52.3  11,519,267 77.9 

固定資産合計   3,900,235 57.2  12,079,875 81.7 

資産合計   6,817,693 100.0  14,783,059 100.0 
        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        
Ⅰ 流動負債        
１．短期借入金 ※２  1,000,000   5,200,000  
２．未払金 ※１  126,725   145,515  
３．未払費用   15,369   27,065  
４．前受金 ※１  23,461   14,795  
５．預り金   3,718   4,717  
６．賞与引当金   16,442   16,326  
７．その他   65   5,525  
流動負債合計   1,185,782 17.4  5,413,946 36.6 

Ⅱ 固定負債        
  繰延税金負債   39,686   858,685  
固定負債合計   39,686 0.6  858,685 5.8 
負債合計   1,225,469 18.0  6,272,632 42.4 

        
（資本の部）        
Ⅰ 資本金 ※４  2,263,951 33.2  2,315,047 15.7 
Ⅱ 新株式申込証拠金 ※５  - -  1,974 0.0 
Ⅲ 資本剰余金        
１．資本準備金  2,361,041   2,412,137   
２．その他資本剰余金          
   自己株式処分差益  474   474   
資本剰余金合計   2,361,515 34.6  2,412,611 16.3 

Ⅳ 利益剰余金        
１．利益準備金  1,430   1,430   
２．当期未処分利益  963,564   2,584,275   
利益剰余金合計   964,995 14.2  2,585,705 17.5 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   66,957 1.0  1,260,283 8.5 
Ⅵ 自己株式 ※７  △65,195 △1.0  △65,195 △0.4 

資本合計   5,592,224 82.0  8,510,427 57.6 

負債・資本合計   6,817,693 100.0  14,783,059 100.0 
        



②【損益計算書】 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収入 ※１       

１．関係会社受取配当金  450,000   1,750,000   

２．受取マネジメントフィー  343,388   634,373   

３．その他   - 793,388 100.0 22,338 2,406,711 100.0 

Ⅱ 販売費及び一般管理費 ※１、２  341,952 43.1  640,067 26.6 

営業利益   451,435 56.9  1,766,644 73.4 

Ⅲ 営業外収益        

１．受取利息 ※１ 7,652   1,388   

２．受取配当金 ※１ 675   7,771   

３．受取手数料  2,260   4,577   

４．その他  242 10,830 1.4 1,095 14,832 0.6 

Ⅳ 営業外費用        

１．支払利息  4,879   4,480   

２．新株発行費  21,236   3,692   

３．その他  165 26,281 3.3 - 8,172 0.3 

経常利益   435,984 55.0  1,773,304 73.7 

Ⅴ 特別損失        

   固定資産除却損 ※３ 9 9 0.0 - - - 

税引前当期純利益   435,975 55.0  1,773,304 73.7 

法人税、住民税及び事業
税  2,290   15,739   

法人税等調整額  59 2,349 0.3 3,603 19,343 0.8 

当期純利益   433,625 54.7  1,753,960 72.9 

前期繰越利益   529,938   830,314  

当期未処分利益   963,564   2,584,275  

        



③【利益処分計算書】 

  

前事業年度 

 （ 株主総会承認日 

平成17年６月29日） 

当事業年度 

  （ 株主総会承認日 

平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   963,564  2,584,275 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  118,250   214,729   

２．取締役賞与金  15,000   9,100   

３．監査役賞与金  - 133,250 900 224,729 

Ⅲ 次期繰越利益   830,314  2,359,545 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び 

評価方法 

 (1）    ────── 

  

(1）売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 (2）子会社株式及び関連会社株式 

同左  

 (3）その他有価証券 

 時価のあるもの 

────── 

(3）その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 なお、証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされる投資事業組合

等への出資持分については、最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし建物（付属設備を

除く）については定額法）によって

おります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  

 建物        ３年～18年 

工具、器具及び備品 ３年～10年 

  

  

 (2）無形固定資産 

 無形固定資産に計上している自社

利用のソフトウエアについては社内

における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法で償却しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

 営業権については、５年均等償却

しております。 

 自社利用のソフトウエアについて

は社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法で償却して

おります。 

３．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理して

おります。 

(1）新株発行費 

             同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えて、賞

与支給見込額のうち当期負担額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

             同左 

５．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

─────── 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．関係会社項目 ※１．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

売掛金 105,064千円 

短期貸付金 50,000 

未収入金 9,686 

立替金 6,058 

未払金 6,426 

前受金 23,461 

売掛金 1,829千円 

短期貸付金 241,817 

未収入金 538,620 

立替金 9,755 

未払金 34,935 

前受金 14,795 

※２．当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 ※２．当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントライン契約を締結しております。 

   当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントラインに係る借入未実行残高は、次のと

おりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントラインの総額 

1,000,000千円 

借入実行額 1,000,000千円 

差引額 -千円 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントライン契約を締結しております。 

   当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントラインに係る借入未実行残高は、次のと

おりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントラインの総額 

6,000,000千円 

借入実行額 5,200,000千円 

差引額 800,000千円 

３．債務保証 ３．債務保証 

 次の関係会社について、営業取引に係る仕入債務

及び賃貸債務に対し債務保証を行っております。 

 次の関係会社について、営業取引に係る仕入債務

に対し債務保証を行っております。 

㈱テレウェイヴリンクス 9,764千円 

㈱アントレプレナー 1,054 

㈱テレウェイヴリンクス 99,702千円 

    

※４．授権株式数及び発行済株式総数 ※４．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 219,000株 

発行済株式総数 普通株式 59,218.5 

授権株式数 普通株式 1,752,000株 

発行済株式総数 普通株式 477,924 

※５．       ────── ※５．新株式申込証拠金 

 新株式申込証拠金は平成18年４月24日に資本増加

となる新株式108株の発行に関するものであり、987

千円を資本準備金に繰り入れております。 

６．配当制限 ６．配当制限

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は66,957千円

であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は1,277,194千

円であります。 

※７．自己株式 ※７．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式93.5株

であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式748株で

あります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

営業収入    

関係会社受取配当金 450,000千円 

受取マネジメントフィー 343,388 

販売費及び一般管理費 △415,125 

（経費分担金収入）   

受取利息 7,539 

営業収入    

 関係会社受取配当金 1,750,000千円 

 受取マネジメントフィー 634,373 

販売費及び一般管理費 △1,129,992 

（経費分担金収入）   

受取利息 1,294 

受取配当金 7,746 

※２．費用は全て一般管理費であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２．費用は全て一般管理費であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 87,900千円 

従業員給料手当 104,045 

法定福利費 16,835 

減価償却費 1,394 

採用費 34,811 

外部委託費 24,401 

賞与引当金繰入額 16,442 

役員報酬 90,865千円 

従業員給料手当 157,213  

従業員賞与 35,705 

賞与引当金繰入額 10,948 

福利厚生費 39,593 

外部委託費 95,694 

旅費交通費 38,998 

減価償却費 30,509 

※３．固定資産除却損は、工具、器具及び備品に係るも

のであります。 

※３．        ────── 



（リース取引関係） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

１.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

２．当事業年度中の保有目的の変更 

   前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

   該当事項はありません。 

   当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当事業年度中に売買目的として取得、保有していた有価証券について、運用方針を見直したことにより、そ

の他有価証券へ保有目的を変更しております。その結果、流動資産が378,440千円減少、固定資産が同額増加

し、期末において、その他有価証券評価差額金が△22,050千円計上されております。また、売買目的有価証券

として処理した場合と比較して営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が37,185千円増加しております。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

関連会社株式 1,352,968 1,352,968 - 2,564,905 3,686,858 1,121,952 

合計 1,352,968 1,352,968 - 2,564,905 3,686,858 1,121,952 

  （単位：千円）

 前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,889 5,918 

賞与引当金否認額 7,345 6,644 

未払費用否認額 - 707 

未払事業税否認額 - 3,657 

減価償却費損金算入限度超過額 405 - 

外形標準課税否認額 4,479 - 

繰越欠損金 2,607 - 

その他 1,326 1,525 

繰延税金資産小計 22,052 18,453 

評価性引当額 △896 △901 

繰延税金資産合計 21,155 17,552 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △45,576 △864,604 

繰延税金負債合計 △45,576 △864,604 

繰延税金負債の純額 △24,420 △847,052 



  ２．繰延税金資産（△負債）の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

３．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

流動資産－繰延税金資産 15,266 11,633 

固定負債－繰延税金負債  △39,686 △858,685 

  （単位：％）

 前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

法定実効税率 40.5 40.7 

（調整）   

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △41.8 △40.2 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3 0.7 

住民税均等割額 0.5 0.1 

特別税額控除  - △0.1 

その他 0.0 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.5 1.1 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 94,329.38円

１株当たり当期純利益金額 7,336.46円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 7,202.66円

１株当たり純資産額 17,809.89円

１株当たり当期純利益金額 3,669.63円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 3,594.62円

  当社は、平成17年５月20日付で株式１株に対し４株の

株式分割を、平成18年３月１日付で株式１株に対し２株

の株式分割を行っております。当該株式の分割が前期首

に行われていたと仮定した場合の前事業年度における１

株当たり情報については、以下のとおりとなります。 

 １株当たり純資産額 11,791.17円

１株当たり当期純利益金額 917.06円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 900.33円

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 433,625 1,753,960 

普通株主に帰属しない金額（千円） 15,000 10,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (15,000) (10,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 418,625 1,743,960 

期中平均株式数（株） 57,061 475,241 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） - - 

普通株式増加数（株） 1,060 9,917 

（うち新株予約権） (1,060) (9,917) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権    １種類 

（新株予約権の数  916個） 

 なお、新株予約権の概要は、

「第４ 提出会社の状況 １．

株式の状況 （２）新株予約権

等の状況 平成16年６月29日定

時株主総会決議」に記載のとお

りであります。 

新株予約権    １種類 

（新株予約権の数  1,119個） 

 なお、新株予約権の概要は、

「第４ 提出会社の状況 １．

株式の状況 （２）新株予約権

の状況 平成17年６月29日定時

株主総会決議（平成18年１月27

日取締役会決議）」に記載のと

おりであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （株式分割）   

  平成17年２月25日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株を発行しております。 

──────  

１．株式分割の目的 

 当社株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図るこ

とを目的とするものであります。  

  

２．株式分割の概要 

 平成17年５月20日付をもって普通株式１株を４株の割

合をもって分割する。  

  

 （１）分割により増加する株式数 

    普通株式         177,655.5株 

  

 （２）分割方法 

 平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主及び端株原簿に記載

または記録された端株株主の所有株式数を１株につ

き４株の割合をもって分割する。 

 

 （３）配当起算日 

    平成17年４月１日 

 

３．１株当たり情報に及ぼす影響 

前事業年度  当事業年度  

１株当たり純資産  

  8,142円62銭 

１株当たり純資産  

23,582円34銭 

１株当たり当期純利益金額 

  1,585円88銭 

１株当たり当期純利益金額

 1,834円11銭 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額  

  1,560円00銭  

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額  

 1,800円66銭  

 

（ストックオプション制度の導入）  

 平成17年６月29日開催の当社定時株主総会において、

「株主以外のものに対して特に有利な条件をもって新株

予約権を発行する件」（ストックオプション付与の件）

を決議いたしました。 

────── 

(1）新株予約権の割当対象者 

当社および当社連結子会社の取締役、監査役および

従業員 

 

(2）新株予約権の目的たる株式の種類および数 

 当社普通株式8,000株を上限とする。 

 

(3）発行する新株予約権の総数 

 8,000個を上限とする。 

 

(4）新株予約権の発行価額 

 無償とする。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権の目的たる株式１株当たりの払込みすべ

き金額（以下「払込価額」という）は、新株予約権を

発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く）における株式会社ジャスダック証券取引

所が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終

価格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金額

が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価格が

ない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回

る場合は、新株予約権発行日の日の最終価格を払い込

み金額とする。 

 なお、発行日以降、当社は株式分割又は株式併合を

行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 

調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額 
× 

1 

分割・併合の比率 

 

 また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社

普通株式につき、新株式を発行または自己株式の処分

を行う場合（新株予約権の行使による場合を除く。）

は、次の算式により調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

 

    既発行

株式数 
＋

新規発行

株式数 
× 
１株当たり

払込価額 

調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数

 

 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発

行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払

込価額」を「１株当たり処分金額」に各々読み替える

ものとする。 

 さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併また

は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じた

払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ

たときには、資本の減少、合併または会社分割の条件

等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込価額を調整する

ものとする。 

 

(6）新株予約権の権利行使期間 

平成19年７月１日から平成23年６月30日まで 

 

(7）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権を行使するためには、その割当を受け

た時から権利行使時に至るまでの間、継続して当社

または当社連結子会社の取締役、監査役または従業

員のいずれかに在任または在職することを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職、その他取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。 

 

② 新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に

死亡した場合、相続人がその権利を承継するものと

する。 

 

③ その他の条件については、新株予約権の発行を決

議する取締役会において定める。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(8）新株予約権の消却事由および条件  

① 当社が消滅会社となる合併契約書が当社株主総会

で承認された場合、または当社が完全子会社となる

株式交換契約書承認の議案ならびに株式移転の議案

につき当社株主総会で承認された場合には、当社は

新株予約権を無償で消却することができる。 

 

② 新株予約権者が退職または退任した場合、当社は

当該新株予約権を無償で消却することができる。 

 

③ 新株予約権者が権利を行使する前に、新株予約権

の行使の条件に定める規定により、権利を行使する

条件に該当しなくなった場合には、当該新株予約権

は無償で消却することができる。 

 

④ 当社は、いつでも当社が取得し保有する未行使の

新株予約権を、無償にて消却することができるもの

とする。 

 

(9）新株予約権の譲渡制限  

 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を

要する。 

 

────── 

（株式会社アペックス・インターナショナルの株式取得

（子会社化）） 

 当社は平成18年３月13日開催の取締役会において、株

式会社アペックス・インターナショナルの株式を取得

し、子会社とすることを決議し、平成18年４月26日付で

子会社と致しました。 

１．株式取得の理由 

 食材の仕入に関する優れた事業ノウハウとロイヤリテ

ィの高い会員組織を有する同社が当社グループに加わる

ことは、当社グループにとりましても新たなサービスの

拡充となります。 

２．株式会社アペックス・インターナショナルの概要 

（平成18年３月31日現在） 

(a)商号 株式会社アペックス・インタ

ーナショナル（注） 

(b)代表者  代表取締役 西尾 匠史 

(c)所在地  東京都足立区日ノ出町27番４

－409号（注） 

(d)設立年月  平成２年７月 

(e)主な事業内容  ・食材の個人向け宅配事業及

び情報提供 

・事業者向け納め業務 

・ギフト関連業務 

・ゴルフコンサルタント事業 

(f)資本金  50,000千円 

(g)発行済株式数  1,000株 

   （注）平成18年６月に商号を、「株式会社築地魚河岸

やっちゃば倶楽部」に変更し、所在地を東京都

中央区築地四丁目７番３号に移転しておりま

す。 

なお、株式会社アペックス・インターナショナ

ルは、平成18年３月にゴルフ会員権の販売等を

主要な事業内容とする子会社「株式会社アペッ

クス・インターナショナル」を設立しておりま

す。 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ３.株式譲受の概要 

(d)異動前後の所有株式数の状況 

(a)株式取得数 

  （議決権） 

 1,000株 

(100.0％） 

(b)取得日 平成18年４月26日  

(c)取得金額 480,000千円 

  所有株式数  議決権比率  

異動前 -株  -％  

異動後 1,000株  100.0％  

  

────── 

（新株式発行） 

 平成18年４月19日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、平成18年５月15日を払込期日とする公募増資(一般

募集)を行いました。 

１．公募による新株式発行 

（１）発行新株式 

普通株式 31,000株 

（２）発行価額 

１株につき299,000円  

（３）発行価額の総額 

9,269,000千円  

（４）発行価額の総額のうち資本へ組み入れない額 

4,634,500千円 

（５）新株式の配当起算日 

平成18年４月１日 

（６）資金の使途 

設備投資、投融資、短期借入金返済、ソリューシ

ョン事業における開業支援サービス及び金融支援

サービスのための運転資金に充当する予定であり

ます。 

 なお、当社は新株式発行並びにオーバーアロットメン

トによる株式売出しに関連し、平成18年４月19日開催の

取締役会決議に基づき、平成18年６月13日を払込期日と

する第三者割当増資を行いました。 

２．第三者割当による新株式発行 

（１）発行新株式 

普通株式 4,650株 

（２）発行価額 

１株につき299,000円  

（３）発行価額の総額 

1,390,350千円  

（４）発行価額の総額のうち資本へ組み入れない額 

  695,175千円  

（５）新株式の配当起算日 

平成18年４月１日 

（６）資金の使途 

設備投資、投融資、短期借入金返済、ソリューシ

ョン事業における開業支援サービス及び金融支援

サービスのための運転資金に充当する予定であり

ます。 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   （取締役に対するストックオプション制度の導入）  

────── 平成18年６月29日開催の当社定時株主総会において、

「取締役に対しストックオプションとして割り当てる新

株予約権に関する報酬等の額および内容の決定の件」を

決議致しました。 

 会社法第361条第１項第３号に規定される報酬等のう

ち金銭でないものである新株予約権に関する報酬等の額

として各事業年度に係る定時株主総会開催日の翌日以降

１年間において年額200百万円以内で、下記の内容のと

おり新株予約権を割り当てるものであります。 

  

  

（１）新株予約権の割当対象者 

当社の取締役 

  

  

（２）各事業年度に係る定時株主総会開催日の翌日以降１

年間に割り当てる新株予約権の目的たる株式の種類

および数 

当社普通株式1,000株を上限とする。 

  

  

（３）各事業年度に係る定時株主総会開催日の翌日以降１

年間に割り当てる新株予約権の数の上限 

1,000個を上限とする。 

  

  

（４）新株予約権の発行価額  

無償とする。 

  

  

  

（５）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭

とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」とい

う）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた

価額とする。行使価額は、新株予約権を割り当てる

日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を

除く）における株式会社ジャスダック証券取引所が

公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価

格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金

額が新株予約権を割り当てる日の最終価格（当日に

最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終

価格）を下回る場合は、新株予約権を割り当てる日

の最終価格を払い込み金額とする。 

 なお、割当日以降、当社が株式分割又は株式併合

を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
× 

1 

分割・併合の比率 

   また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当

社普通株式につき、新株式を発行または自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使による場合を除

く。）は、次の算式により調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 
 

    既発行

株式数
＋ 

新規発行

株式数 
× 
１株当たり

払込価額 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額
×

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  上記算式において、「既発行株式数」とは当社

の発行済普通株式数から当社が保有する自己株式

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合

には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」、「１株当たり払込価額」を「１株当たり処

分金額」に各々読み替えるものとする。 

 さらに、割当日以降、当社が合併等を行う場

合、株式の無償割り当てを行う場合、その他これ

らの場合に準じた払込価額の調整を必要とする事

由が生じたときには、それぞれの条件等を勘案の

うえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものと

する。 
 （６）新株予約権を行使することができる期間 

平成20年７月１日から平成24年６月30日まで 
 （７）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権を行使するためには、その割当てを

受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続し

て当社または当社連結子会社の取締役または従業

員のいずれかに在任または在職することを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職、そ

の他取締役会が正当な理由があると認めた場合は

この限りではない。 
 ② 新株予約権の割当てを受けた者が上記（６）の

新株予約権を行使することができる期間中に死亡

した場合、相続人がその権利を承継するものとす

る。 
 ③ その他の条件については、取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権者との間で締結する新株予約

権割当契約の定めるところによる。 
  
 （８）譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社

取締役会の承認を要する。 
 （９）その他 
  その他割り当てる新株予約権の内容、募集事項、

および細目については当社取締役会の決議によりこ

れを定める。 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 
 （当社従業員ならびに当社連結子会社の取締役および

従業員に対するストックオプションの件）  

 ──────  平成17年６月29日開催の当社定時株主総会において、

「当社従業員ならびに当社連結子会社の取締役および従

業員に対しストックオプションとして発行する新株予約

権の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件」を決

議致しました。 
 （１）新株予約権の割当対象者 

 当社従業員ならびに当社子会社の取締役および従

業員 
 （２）新株予約権の目的たる株式の種類および数 

 当社普通株式3,000株を上限とする。 
 （３）発行する新株予約権の総数 

 3,000個を上限とする。  
 （４）新株予約権の発行価額 

 無償とする。  
 （５）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭

とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株当たりの金額（以下「行使価額」とい

う）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた

価額とする。行使価額は、新株予約権を割り当てる

日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を

除く）における株式会社ジャスダック証券取引所が

公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終価

格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金

額が新株予約権を割り当てる日の最終価格（当日に

最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終

価格）を下回る場合は、新株予約権を割り当てる日

の最終価格を払い込み金額とする。 
  なお、割当日以降、当社が株式分割又は株式併合

を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
× 

1 

分割・併合の比率 
  また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当

社普通株式につき、新株式を発行または自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使による場合を除

く。）は、次の算式により調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 
 

    既発行

株式数
＋ 

新規発行

株式数 
× 
１株当たり

払込価額 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額
×

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数
  上記算式において、「既発行株式数」とは当社の

発行済普通株式数から当社が保有する自己株式数を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、

「１株当たり払込価額」を「１株当たり処分金額」

に各々読み替えるものとする。 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  さらに、割当日以降、当社が合併等を行う場

合、株式の無償割り当てを行う場合、その他これ

らの場合に準じた払込価額の調整を必要とする事

由が生じたときには、それぞれの条件等を勘案の

うえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものと

する。 

  

  

（６）新株予約権の権利行使期間 

 平成20年７月１日から平成24年６月30日まで 

  （７）新株予約権の行使の条件 

  ① 新株予約権を行使するためには、その割当てを

受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続し

て当社または当社連結子会社の取締役または従業

員のいずれかに在任または在職することを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職、そ

の他取締役会が正当な理由があると認めた場合は

この限りではない。 

  ② 新株予約権の割当てを受けた者が上記（６）の

新株予約権を行使することができる期間中に死亡

した場合、相続人がその権利を承継するものとす

る。 

  ③ その他の条件については、取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権者との間で締結する新株予約

権割当契約の定めるところによる。 

  （８）譲渡による新株予約権の取得の制限 

   譲渡による新株予約権の取得については、当社

取締役会の承認を要する。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

㈱ドリコム 580 2,291,000 

㈱ジャストプランニング 3,750 1,338,750 

アニコム インターナショナル㈱ 500 300,000 

㈱シニアコミュニケーション 405 181,035 

㈱クロスランゲージ 600 72,000 

㈱オーエー・システム・プラザ 185,000 41,255 

㈱ベンチャー・オンライン 100 23,000 

㈱フリード 60 20,280 

サライ＆バリュー㈱ 770 20,020 

㈱センサップ 200 10,000 

その他（３銘柄） 340 9,000 

計 192,305 4,306,340 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 
投資事業組合等出資金（２銘柄） - 300,000 

計 - 300,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

     建物        オフィス増床に伴う設備工事      22,884千円 

     工具、器具及び備品 オフィス増床に伴う構内交換機    28,561千円 

      営業権       オーナーズクラブ運営権     152,547千円  

     ソフトウエア       コンテンツマネジメントシステム  27,334千円 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 45,325 33,159  - 78,485 23,178 6,941 55,306 

工具、器具及び備品 44,676 57,473 112 102,038 46,607 18,933 55,431 

建設仮勘定 182 120,389 93,883 26,688  -  - 26,688 

有形固定資産計 90,185 211,023 93,995 207,212 69,785 25,874 137,426 

無形固定資産        

営業権  - 152,547  - 152,547 30,509 30,509 122,038 

ソフトウエア 344,240 55,983  - 400,223 101,729 43,080 298,494 

施設利用権 2,648  -  - 2,648  -  - 2,648 

無形固定資産計 346,889 208,530  - 555,420 132,238 73,589 423,181 

長期前払費用  - 592  - 592 12 12 579 

繰延資産        

－  -  -  -  -  -  -  - 

繰延資産計  -  -  -  -  -  -  - 



【資本金等明細表】 

（注）１．当期末における自己株式数は、748株であります。 

   ２．資本金、資本準備金及び普通株式の当期増加は、以下の原因によるものであります。 

新株予約権の行使による増加       普通株式1,987.5株 資本金51,096千円 資本準備金51,096千円 

 平成17年５月20日付の株式分割（１：４） 普通株式177,768株 

 平成18年３月１日付の株式分割（１：２） 普通株式238,950株 

【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金の当期減少額14,541千円は、前事業年度に計上した貸倒引当金の洗替による取崩額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 2,263,951 51,096 - 2,315,047 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１、２ （株） (59,218.5) (418,705.5) - (477,924) 

普通株式（注）２ （千円） 2,263,951 51,096 - 2,315,047 

計 （株） (59,218.5) (418,705.5) - (477,924) 

計 （千円） 2,263,951 51,096 - 2,315,047 

資本準備金 

及びその他 

資本剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 

（注）２ 
（千円） 2,361,041 51,096 - 2,412,137 

（その他資本剰余金）      

自己株式処分差益  （千円） 474 - - 474 

計 （千円） 2,361,515 51,096 - 2,412,611 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

（利益準備金） （千円） 1,430 - - 1,430 

（任意積立金） （千円） - - - - 

計 （千円） 1,430 - - 1,430 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 14,541 14,541 - 14,541 14,541 

賞与引当金 16,442 16,326 16,442 - 16,326 



（2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

② 固定資産 

関係会社株式 

区分 金額（千円） 

預金の種類  

普通預金 1,487,250 

別段預金 3,747 

合計 1,490,997 

相手先 金額（千円） 

㈱ウェブ・ワークス 1,829 

合計 1,829 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

105,064 666,091 769,326 1,829 99.8 29.3 

内容 金額（千円） 

（子会社株式）  

 株式会社テレウェイヴリンクス 30,000 

 株式会社ウェブ・ワークス 4,000 

 株式会社アントレプレナー  71,050 

 株式会社アイピーアンドケイ 30,000 

 ロイヤルハウス株式会社 1,808,200 

 アイ・モバイル株式会社 647,243 

 イークロッシング株式会社 570,229 

小計 3,160,723 

（関連会社株式）  

 株式会社Ｅストアー 2,564,905 

 株式会社エヌシーネットワーク 680,200 

小計 3,245,105 

合計 6,405,828 



③ 流動負債 

短期借入金 

④ 固定負債 

繰延税金負債 

財務諸表の注記事項「税効果会計関係」をご参照下さい。 

（3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 2,200,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,000,000 

㈱三井住友銀行 1,000,000 

合計 5,200,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１．当社は、旧商法220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

２．平成18年６月29日開催の第９期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、電子公告とする旨決議し

ております。 

３．平成18年６月29日開催の定時株主総会において、定款に規定する「剰余金の配当の基準日」を変更しており

ます。  

剰余金の配当の基準日は、以下のとおりです。 

剰余金の配当の基準日  毎年３月31日 

中間配当の基準日    毎年９月30日 

その他の配当の基準日  当会社は、基準日を定め、基準日の最終の株主名簿に記載または記録された株主

または登録株式質権者に対して、剰余金の配当を行うことができます。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、100株券、10株券、１株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき 10,000円 

２．喪失登録株券  １株につき   500円 

端株の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ銀行株式会社 全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
 （１）有価証券報告書及びその添付書類  

事業年度（第８期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 
 平成17年６月29日  
 関東財務局長に提出  

 （２）有価証券届出書（ストックオプションを目的とした新株予約権の発行）及び
その添付書類 

 平成17年７月27日  
関東財務局長に提出 

 （３）有価証券届出書の訂正届出書 
上記（２）に係る訂正届出書であります。 

 平成17年７月28日 
関東財務局長に提出   

 （４）有価証券届出書の訂正届出書 
上記（２）に係る訂正届出書であります。 

 平成17年７月29日 
関東財務局長に提出  

 （５）
  

有価証券届出書の訂正届出書 
上記（４）に係る訂正届出書であります。 

 平成17年７月29日 
関東財務局長に提出  

 （６）有価証券届出書の訂正届出書  
上記（２）に係る訂正届出書であります。 

 平成17年８月４日 
関東財務局長に提出  

 （７）有価証券報告書の訂正報告書  
上記（１）に係る訂正報告書であります。 

 平成17年11月22日 
関東財務局長に提出  

 （８）有価証券報告書の訂正報告書 
上記（１）に係る訂正報告書であります。 

 平成18年３月31日 
関東財務局長に提出  

 （９）臨時報告書  
証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

 平成17年12月21日 
関東財務局長に提出  

 （10）半期報告書 
（第９期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 平成17年12月26日 
関東財務局長に提出  

 （11）有価証券届出書（ストックオプションを目的とした新株予約権の発行）及び
その添付書類 

 平成18年１月27日 
関東財務局長に提出  

 （12）有価証券届出書の訂正届出書 
上記（11）に係る訂正報告書であります。 

 平成18年２月６日 
関東財務局長に提出  

 （13） 半期報告書の訂正報告書 
上記（10）に係る訂正報告書であります。  

平成18年３月31日  
関東財務局長に提出  

 （14）有価証券報告書の訂正報告書  
（第８期中）（自 平成16年４月１日 至 平成18年９月30日）の訂正報告書
であります。  

平成18年３月31日 
 関東財務局長に提出  

 （15）有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類  
  

平成18年４月19日  
関東財務局長に提出  

 （16）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類  
  

平成18年４月19日  
関東財務局長に提出  

 （17）有価証券届出書の訂正届出書 
上記（15）に係る訂正報告書であります。  

平成18年４月27日  
関東財務局長に提出  

 （18）有価証券届出書の訂正届出書  
上記（15）に係る訂正届出書であります。  

 平成18年５月９日 
関東財務局長に提出  

 （19）有価証券届出書の訂正届出書  
上記（16）に係る訂正届出書であります。  

平成18年５月９日  
関東財務局長に提出  

 （20）有価証券届出書の訂正届出書 
上記（16）に係る訂正届出書であります。  

平成18年５月29日  
関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月２９日

株式会社テレウェイヴ   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 橋 本 登志雄   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浜 田 正 継   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 荒 尾 泰 則   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社テレウェイヴの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社テレウェイヴ及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２９日

株式会社テレウェイヴ   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浜 田 正 継   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 荒 尾 泰 則   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社テレウェイヴの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針およびその適用方法ならびに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社または連結子会社に対する監

査手続を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社テレウェイヴ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 重要な後発事象に株式会社アペックス・インターナショナルの株式取得（子会社化）、新株式発行、取締役に対するス

トックオプション制度の導入及び当社従業員並びに当社連結子会社の取締役及び従業員に対するストックオプションの件

について記載されている。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月２９日

株式会社テレウェイヴ   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 橋 本 登志雄   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浜 田 正 継   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 荒 尾 泰 則   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社テレウェイヴの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

テレウェイヴの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２９日

株式会社テレウェイヴ   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浜 田 正 継   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 荒 尾 泰 則   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社テレウェイヴの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

テレウェイヴの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報  

 重要な後発事象に株式会社アペックス・インターナショナルの株式取得（子会社化）、新株式発行、取締役に対するス

トックオプション制度の導入及び当社従業員並びに当社連結子会社の取締役及び従業員に対するストックオプションの件

について記載されている。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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